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第1回 学びの探究化・STEAM化WG（6/24）
（論点説明、委員自己紹介）



旅する「未来の学校」に向けて

岩本悠



背景・目的 新しい時代を生きる資質・能力の育成に向けて

VUCA（非連続・可変・変動、不確実、複雑、曖昧）

デジタル・グローバル化（ボーダレス・クロスボーダーetc.）

個別最適に対応できる多様な学びの機会
越境可能な開かれた学校教育システム

興味関心・価値観・志向志望・資質能力・学習スタイル等

多様化・可変的

未来
社会

生徒
実態

学校
教育



生まれた環境枠に囚われない越境、地域みらい留学（中学生→高校進学：3年間）

 地域みらい留学

1173名（2018年）

↓

2093名（2019年）

↓

3456名（2020年）

※合同説明会参加者数

VUCA時代、異質性・多様性を力に変える

非連続な成長機会「越境的な学び」の展開



2018年

34校

▼

▼

▼

▼

2021年

70校
（26道県）

【参考】「地域みらい留学」参画校・地域
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 地域留学生は生きる力を育む「主体性」「多様性」「協働性」に関わる態度に成長実感。
 地方留学経験者の４割が留学先の地域に将来も関わたい（≒定住・関係人口）

1. 他者と協力する力

2.ものごとに進んで取り組む力

3.基本的な生活習慣

4.自分とは異なる意見や
価値を尊重する力

5.色々な考え方の人と接して
学びたいという意欲

6.うまくいくか分からないことにも
意欲的に取り組む力

7.問題意識を持ち、
聞いたり調べたりする力

8.自らのキャリアを描き、
選択していく力

9.学習に関する意欲

10.教科に関する学力

11.社会における問題に
関わりたいという意欲

12.自分の住んでいる地域に
関わりたいという意欲

78.1%

73.0%

71.4%

73.0%

70.2%

69.6%

69.1%

66.8%

65.1%

60.7%

56.2%

54.0%

地方留学経験者
178人への調査
「伸びた」

「まあまあ伸びた」
の回答合計

6.2%

4.5%

19.1%

17.4%

11.2%

59.0%

0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%

将来的にこの市町村で暮らしたい

将来的にこの都道府県で暮らしたい

将来もこの市町村になんらかの形で関わりたい

将来もこの都道府県になんらかの形で関わりたい

将来もこの高校に何らかの形で関わりたい

どれも当てはまらない
※出典：「2018年 地方留学の推進に関する調査研究報告書」日本財団

全国の地方留学経験者における
進学した地域への意識（n=178)

【参考】越境留学の効果
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旅する学校への一歩：地域みらい留学365の概要

6

1年間、地域の高校に「留学・越境」することで、未来を創る力を伸ばす機会を提供

第一期生

の属性

●在籍学校：

東京32％ / 埼玉９％ / 大阪９％・・・

●私立：68％ / 公立 32％

●中高一貫 50％ / 3年制 50％ （通信制14％）

●留学理由

問題意識・テーマとあっているから：32％

地域に魅力を感じて：18％

内容

・在籍する高校に籍を残したまま、1年間留学。 在籍高校と留学先高校で調整し、読み替えにより単位認定

・違う課程（例：通信→全日）や違う学科（例：普通→専門学科）への越境も可能

本年度（2021年）第1期生23人が誕生。



浮き彫りになった課題と今後実証が必要な項目

7

生徒の多様なニーズに応じた個別最適な学びの機会と、越境可能な学校教育システムの実現に向けて

【単位互換】 教育課程の調整が困難

【学びの質】 学習進度・探究深度の差

今後の展望課題

留学時（2年時）の単位を「学校間連携」で在籍校が認定す
る仕組みのため、教育課程の合いにくい「普通科⇔専門学科」
等の留学が困難

→在籍校と留学先校で調整できない科目を履修できる仕組み
が必要

在籍校と留学先校に教科学習の進度や探究学習の深度・資
源、の差が大きく、「浮きこぼれ/落ちこぼれ」状態が生じる

→どこの学校に越境しても、留学期間中に学力を伸ばし、深い
探究ができる個別最適な仕組みの構築が必要

◆一つの学校での学びの限界

どの学校にも一長一短・特徴・強みがあり、より個別最適に組み合わせるこ
とはできないか・・・

◆通信制課程の活用
①全日制と通信制の協働により、単位互換の制限なく学べ
る状態へ

（在籍校と留学先校で調整困難な科目は通信制課程で履修）

②通信制課程の科目、遠隔個別指導等を活用し、

進度や学力差を越え、個別最適に学べる状態へ

例：個別の履修計画・学習計画、学習ログの活用等

③広域通信制高校への「1年留学」により、複数地域・学校
を周る「流学」や、地域・企業等へのインターン、旅などをしな
がらの学びも可能に

◆学校枠を越えた/学校連携による協働的
なカリキュラム構築
・どこの学校に留学しても、学校枠を超えた協働的な学びが
できる教育システムの構築の実証

特に学校・地域資源に限定されない、STEAM・探究的な学
びのカリキュラム・プログラムの構築

例：通信制高校・専門高校、大学、企業等との連携

◆単位認定・互換の在り方も今後検討が必要では・・・



© 2020  一般社団法人Glocal Academy

岡本尚也 （一般社団法人Glocal Academy 理事長、 物理学博士）

1984年 鹿児島市生まれ

慶應義塾大学理工学部 物理情報工学科 卒

2010年 慶大大学院 理工学研究科 修了

2014年 University of Cambridge Department of Physics、Ph.D. 取得

専門: 電子スピンの新規制御法の開拓 Cambridge University Volley ball 
Club所属

2015年 Oxford University, Modern Japanese Studies, MSc course

教育社会学の観点から教育政策について．

2016年 一般社団法人 Glocal Academy創設
2017年 新興出版社啓林館

「課題研究メソッドーより良い探究活動のためにー」出版

2018年 同「課題研究メソッドStartbook」出版
2018年 米国国務省事業International Visitor Leadership Program（IVLP）メンバー

2021年 「課題研究メソッドーより良い探究活動のためにー」改訂

SGH、WWL、地域協働（グローカル）合同連絡協議会委員，SSH運営指導委員（５校）等
1



© 2020  一般社団法人Glocal Academy

一般社団法人Glocal Academyの活動

教育関連：
① 高校生国際シンポジウム
鹿児島市で毎年行われる課題研究・探究活動の全国大会．2020年度で第六回を迎え
た．23の都道府県，50校を超える発表参加校に加え，見学も加えると100校程が参加
する．優秀発表者にはシンガポールで行われるGlobal Link Singaporeの招待出場権の
他，米国領事館と協働した米国研修プログラムへの参加が付与される．

② Study tour in Kagoshima
オックスフォード大学大学院．ケンブリッジ大学大学院生らを鹿児島に招き，課題研究
を中心とした議論や研究発表が行われる．これまで6年間実施している（2020年はオン
ラインでの実施）．

③ Study tour in UK (U.S,)
オックスフォード大学．ケンブリッジ大学大学，UCL（University college of London）を訪
れ，現地の大学生．大学院生と学術的な交流を行う．通常は入れないような研究現場
を実際に見学する．また，現地で活躍している日本人との交流も行う．例年3月に実施
している．

④ 大学、教育委員会、高等学校向けの研修・講義（100機関以上）
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基本的な探究手法（作法）
・データリテラシー（客観性や信ぴょう性）
・盗用・捏造・改ざん、倫理、安全
・引用文献の記録、記載。
・ノートへの記録
・言葉の意味や定義の明確化

客観的（教科のような）な評価が比較的可能

探究の土台

分類 知的創造（の担い手育成）に向けた探究 課題の解決に向けた提案を行う探究 個人の価値観や自己有用感に強く
根差した探究

評価 大学・研究機関の基準＋α 客観性や論理性、実現可能性で評価は可能 何を評価すべきか？
評価が必要か？

連携先 大学、研究機関、企業 企業、自治体、大学 地域社会（企業や教育機関含む）

課題 業務過多、多忙感（教育課程の見直しが必要）。探究の必要性。文科省？経産省？
校内・校外連携、教員の役割イメージの共有・実践。管理機関の方針、管理職の方針（探究への準備が不十分な現場）。

学校現場での担い手不足
（理系偏重：SSHの実績）

基本的な探究手法（作法）が疎かになりが
ち。評価方法の確立がなければ、何につな
がるのかが不明瞭。自分事か？

基本的な探究手法（作法）が疎か
になりがち。評価方法。
社会とのつながりの強化

対応 教員は基本的に探究の伴走者となる。探究の価値を社会が広く認識する必要がある（⇒政策課題、評価は？KPIは？）。

短期：外部との連携強化や研修
中期：教員養成プログラム、外部連携強化
長期：教員免許・採用制度

短期：外部との連携強化や研修
中期：教員養成プログラム、外部連携強化
長期：教員免許・採用制度

地域連携の強化

中高接続高大接続

論点
①地域ごとに社会階層の形成が進み、格差が常態化している。公教育の役割とは？学校の役割とは？実態把握の調査は行われているか？
②高大接続を念頭に置いた探究活動（知的創造・生産につながる）が分野によってはほとんど行われていない。
③教員の業務過多や多忙感解消や探究学習の充実、学生の社会階層間移動（流動性）を高める。これらを可能にする環境整備とは？
・進路意識を持つことは重要であるが、進路決定が速いと社会階層内の再生産を生じる傾向が強くなる。
←地域間による担い手不足・情報格差・価値観による社会階層内の再生産の発生いかに防ぐか？難しい階層にどう届けるか？
・生徒の特性や進路に合わせて学校内に様々な探究活動が混在していることが望ましい（学校内の多様性）。

© 2021一般社団法人Glocal Academy

注：便宜上分類を行ったが、それぞれが混在している場合が多い。
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探究活動の現状

テーマの多様性

探究の深さ

多様

画一的

深い
浅い

先進校

力技校
一部の教員が自分の得意分野で
課題研究の指導を行っている．
他の教員は他人事．
また，馬に人参方式で行ってい
る．
（生徒による前年度踏襲）

自由朗らか校
生徒の自主性を重んじるが，そ
もそもの勉強時間が少なかった
り，生徒の自主性を育む教員に
よる機会，キッカケ（仕組み）
作りが不足．
放っておいても自主性は生まれ
ない！

後進校

教員が必要性を感じていないか，
必要性が見えないようにしてい
る，また，管理職が動かない．
生徒は当然学校の様子・教員の
価値観が見えるので，やる気が
ない．

4© 2021一般社団法人Glocal Academy



文部科学省 科学技術・学術政策研究所 (2021) 科学技術指標2020より引用

参考資料①
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文部科学省 科学技術・学術政策研究所 (2021) 科学技術指標2020より引用

参考資料②
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文部科学省 科学技術・学術政策研究所 (2021) 科学技術指標2020より引用

参考資料③
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自己紹介



讃井 康智 Sanui  Yasutomo
ライフイズテック株式会社
取締役 最高教育戦略責任者

東京大学教育学部卒。福岡県出身。
組織・人事系コンサルティング会社で勤務後、
東京大学教育学研究科へ。博士課程まで在籍し、
学習科学の世界的権威、故三宅なほみ東大名誉教授に師事。
東京大学CoREF 元リサーチアシスタント。
全国の学校・教委で協調的・創造的な学びを支援。

2010年7月に中高生向けITキャンプのライフイズテックを設立。
現在、取締役 CESO（最高教育戦略責任者）として、
自治体・公共部門事業統括＆採用部門責任者。

経産省 産業構造審議会「教育イノベーション小委員会」委員
経産省「未来の教室」とEdTech研究会 専門委員
金沢市プログラミング活用人材育成検討委員会 委員
長野県 ＷＷＬコンソーシアム 運営指導委員
NewsPicks プロピッカー（教育領域）



について
ライフイズテック



Confidential
©︎ Life is Tech

ミッション

中高生ひとり一人の可能性を

一人でも多く、最大限伸ばす
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Confidential
©︎ Life is Tech

ライフイズテックの事業の沿革

2011〜

2014〜

2018〜

2020〜

• 中高生向けIT教育講座、参加者5.5万人（世界2位）
• 2018年からディズニーとオンライン教材を提供
• 2019年開始の中学・高校向け教材22万人利用
• 2021年には企業向けプログラムも本格開始

2021〜
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中高生の作品リリース数 1,400人（世界１位）



21世紀の新しい格差＝可能性の認識差





全国1700校 22万人以上が利用

中学・技術科 高校・情報科



Confidential
©︎ Life is Tech

「半径50cmのチェンジメイカー」が続々と①
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生徒が授業内で作った、オリジナルの課題解決webサイト
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「半径50cmのチェンジメイカー」が続々と②

13

福岡市立高取中学校

生徒会webサイト

生徒会の紹介ページを

ライフイズテックレッスンを

用いて授業中に作成。

学校の公式webページ内で

実際に公開している。
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「半径50cmのチェンジメイカー」が続々と③
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第一の変革：教育イノベーション全体に関して

・一人ひとりの可能性を最大限伸ばす教育

・教育から学びへ、そして、真の個別最適な学びへ

・学校における「第三の道」（民間との連携）のアップデー

ト

第二の変革：探究・STEAM教育に関して

・探究・STEAM教育を学校で実現する仕組みづくり

・探究・STEAM教育の出口づくり（社会との接続）

・探究・STEAM教育を産業化し持続可能に

・探究的・創造的なプログラミング教育の全国的な実施

・格差を見える化することで、格差のない教育機会を



目指すべき教育＝真に個別最適化された教育

① 知識・技能の個別最適
② 興味・関心の個別最適
③ 課題の個別最適
④ 進路の個別最適
⑤ 居場所の個別最適
⑥ 特性の個別最適



社会で求められる
IT☓課題解決のスキル

学校や企業で学べる
IT☓課題解決のスキル

スキルレベル

このギャップを
誰かが埋めないと

社会のアップデートは不可

時間

学習指導要領
改訂



Confidential
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中学・高校のプログラミング教育の格差が顕著に

18
くもん出版「小中学校におけるプログラミング教育」に関する調査（2021年）

小学校・中学校でプログラミング教育が実施されたという回答

平均28.1%



Confidential
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19

高校は特に教え手の不足が全国的に課題

高校の情報の常勤専科教員はわずか17.5%



Confidential
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探究・STEAM教育に関しての具体論点

20

・教え手の確保と育成の仕組み

教員免許制度・教職養成課程・オンライン授業制度の改革

ICT化や探究・STEAMに対応するためのリスキリング教育 など

・格差の見える化と格差を是正する財政・人的支援

・探究的・創造的なプログラミング教育の次期学習指導要領への明記

・進学や就職における探究・STEAMへの評価変革（進路指導の改革

）

・探究・STEAM教育が持続可能になるための産業化支援



産業構造審議会 商務流通情報分科会
教育イノベーション小委員会

学びの探究化・STEAM化WG資料

2021年6月24日
ブリタニカ・ジャパン株式会社

須藤みゆき
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ブリタニカの
先端研究を通じたSTEAM探究レッスン

先端研究 … だけど
・「自分ごと」として捉えられる
・「チャレンジ」したくなる

最先端研究 ＋ 海外の教育学知見 大きな問いから始まるレッスン
＋ 2言語（日・英）でのご提供
＋ 豊富なレッスン動画
＋ 教師用・生徒用ガイダンス
＋ 教授・研究者のインタビュー動画

子どもたちの「知りたい」を育てたい



ブリタニカ・ジャパン株式会社
「教育イノベーションを通して生徒の可能性を広げる！最先端研究を通じたSTEAM探究」

さまざまな動画やレッスンプランを通じて、最先端の研究を通じた文理融合型のSTEAM学習をご提供しています。全てのレッスンには

「大きな問い」が用意されており、生徒の興味関心を刺激し、自発的に探究を深めていける工夫がされております。

日本語と英語の二言語で準備されており、この分野の最先端研究を日本語はもちろん、英語でも学ぶことができます。

概要 コンテンツ詳細

協力 / 連携先

東京大学生産技術研究所ONG

筑波大学附属中学校 関谷 宏文主幹教諭

国立研究開発法人産業技術総合研究所（AIST）

国立研究開発法人新エネルギー産業技術総合機構（NEDO）

取扱うSDGsの項目 取扱う教科 / 単元

中学・高等学校

総合・探究 /社会 /生物 /外国語

物理/技術 家庭/社会/情報

3

全180レッスン
90レッスン×2言語（日・英）

18テーマ×5レッスン



次のステップ
１．「生徒が興味をもち、少しストレッチな」コンテンツの拡充

→社会につながる、未来につながるワクワクするテーマを幅広く

２．海外での「探究・STEAM」教育アプローチのエッセンスを日本でも

→日本の教育現場での使いやすさをサポートしつつ、グローバル化が加速
する中、あえて海外風の教育アプローチも提案

３．探究指導者の育成

→PD (Professional Development）の必要性

アメリカ、イギリスをはじめ、海外の教育界ではすでにPDが取り入れら
れている

【２】実証事業を踏まえて考える、「未来の教室」づくりに必要なこと
①「探究の入口」を提供するオンラインコミュニティ「STEAMライブラリー」
いかに、企業や大学が作成するコンテンツを増やし、探究指導者として投入するか
教師と教育産業が協業する新しいビジネスドメインに育つには



プロフェッショナルデベロップメント(PD)とは

現職の先生方向けに、教授スキルや授業設計のスキルを継続的に維持・育成するための活動

日本では来年度からの高校での新カリキュラムへの移行やSTEAM教育の推進など学びの変化が求められている中で、

先生方の授業づくり、授業実践のサポートが必要。

海外で企業が展開するPDの特徴（一例）

- 企業が展開するプロダクトの教育現場での効果的な活用を支援するために、製品の操作説明だけではなく、学習目標や評

価方法、学習活動の設定といった授業設計のスキルを学ぶ機会を提供。

- 授業のデリバリーやファシリテーションのみでなく、こうしたアクティブラーニングの手法に慣れていない先生でも安心

して授業に迎えるように、授業の事前準備や指導計画づくりをサポート。

- 各学校や先生方が授業づくりにすぐに活かせるヒントが得られる機会を提供。レクチャー形式の研修ではなく、先生方の

実際の授業計画や事例を取り上げて、実践的な学びの機会を提供。日本の一般的な研修よりも、ワークショップやコンサル

ティング・サポートのイメージに近いサービス。



学びのSTEAM化や探究学習の推進。
多様化する学びに関わる先生方を、企業がどうサポートしていけるか。
どのようなチャレンジ、解決法があるか。

１．新たなスキルを身に着けるモチベーション
アメリカではPD取得がライセンス更新の一つの要素になっているエリアもある。
通常業務で多忙な先生方が新たなスキルを身につけたいと思う環境の構築が必要。

２．トレーニングを受けるための予算確保
PDやその他トレーニングは海外では有償のものも多い。企業として価値のあるコ
ンテンツを開発、トレーニングを実施するには開発コスト、人件費がかかり、継
続してよりよいものを作り上げていくには有料化が必要。



産業構造審議会
教育イノベーション小委員会
学びの探求化・STEAM化WG

２０２１・０６・２４

NPO法人SOMA代表理事瀬戸昌宣



探究は教科ではなくて
アティチュード



環境をととのえる

作法と倫理観を手に入れる



まずは、「学ぶ」をポップに



ポップはリアル



「あなたは、何がしたい？」





頂上が見えない登山に必要なもの

経験

知識

体力

計画



応援休養

情報

i.Dareはベースキャンプ（基地）

分析

伴走

計画

チーム



セーフティネットを増やそう

人、知識、知恵のネットワークが安心を生む



探究（学び）＝生きるの入り口、間口を広げる

・先生（指導する）生徒（指導される）という枠組みから解放される時間
→誰かが決めた時間割からの解放、「わたしの時間割」を持つ
→結果の評価・評定ドリブンの時間から解放される

・探究に携わるものは押し並べて、ひとりひとりの探究の旅に出る
→正解のない問いにフェアに立ち向かう



探究（研究）の作法

「わたしの探究」の唯一性を守るための倫理

の共有が重要

→指導法を練り上げるのではなく、生きることに真摯に向き合う



「あなたは、何がしたい？」

自分の人生のイニシアティブを取れてい
るという実感が指標になるのか
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自己紹介

田中邦裕



© SAKURA internet Inc.

2

自己紹介 ＠kunihirotanaka
趣味

プログラミング・旅行
ダイビング・鉄道・工作など

IPA未踏人材発掘事業プロジェクトマネージャー
NICT ICTメンタープラットフォームメンター
国立高等専門学校機構運営協議会委員
コンピュータソフトウェア協会副会長
日本データセンター協会副理事長
日本インターネットプロバイダ協会常任理事
ブロックチェーン推進協会副代表理事
株式会社アイモバイル 社外取締役
株式会社i-plug社外取締役
株式会社ABEJA社外取締役

社外活動

1978年大阪生まれ
1998年舞鶴高専卒業



© SAKURA internet Inc. 3

プログラミング教育の実績

CSAJ/JJPC共催のProgrammer’s Day
株式会社内田洋行

株式会社オープンストリーム
さくらインターネット株式会社

SOMPOシステムズ株式会社
特定非営利活動法人みんなのコード

石狩市役所職員向けIoTプログラミング研修

大阪府門真市でのプログラミング教育
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フェローシップ・プログラムによる学校現場への入職の多軸化を起点に、
学校の社会的価値を再構築する。

学校教育がその地域の
成長を支え、一人ひとり
が生きたいように生き続
ける文化を醸成する。

③地域共創モデル

教師、児童生徒だけでなく、
多様なバックグラウンドを
持つ人が協働する学校を
構築し、多様なニーズの
学習が統合・共存する環
境を実現する。

①新たな学校指導体制

学校現場が多世代ラーニングオ
ーガニゼーションとして機能し、
児童生徒の成長に機会にとどま
らず、地域住民と企業のマッチン
グやプロジェクトの発足により、
雇用の創出や産業創出も実現す
る。

②教育を軸にした街づくり

2

Teach For Japanの取り組み



実現する
ゴール

すべての子どもに適応できる公教育と教育改革を軸にした地方共創モデルを
複数の自治体でネットワークを組み実現する

自治体連携

包括連携協定

入職 連携人材募集 研修フェローシップ・
プログラム

2

1

Learning anywhere,Teaching anywhereを可能とする
革新的だが本質的な公教育を実現する

～すべての子どもが素晴らしい教育を受けることができる世界～

3

3

Teach For Japanの取り組み



どんな境遇でも幸せになれる力

24

12

0

時間

50 100752510 年

義
務
教
育

高
校
大
学

The Learning in Informal and Formal Environments Center の研究で、人が一生の中で学校など「形式
的な教育環境」で「狭義の学習」をしている時間は、小学校入学直前から高等学校卒業までで20%足ら
ずで、その後大学で7.8%、大学院で5%程度になる。

人が一生の間にどのような学習経験をするか、あるいはどのような学習を経験できる可能性があるか
を考え、これまで以上に、家庭や職場、地域社会など非形式的な環境での日常的な経験と学習を関連
させ、学校の社会的価値を再構築する時を迎えているのではないか。

引用：教育心理学概論（放送大学教材）



産業社会（企業）の価値観と教育のあり方を再構築する。

教育イノベーション小委員会を本質的なインパクトへ

出典：未来教育会議＿人一生の育ちレポート(2018)
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第2回 学びの探究化・STEAM化WG（11/10）
（探究の「入り口」）



一人ひとりの創造性がひらき、
いのち輝く未来社会のデザイン

～Playful STEAM～

中島さち子
株式会社 steAm 代表取締役

info@steam21.com



音楽x数学xSTEAM教育（自己紹介）

中島 さち子
ジャズピアニスト&作曲家・数学研究者・STEAMS 教育者・メディアアーティスト
（株）steAm代表取締役、（株）STEAM Sports Laboratory取締役
大阪・関西万博 テーマ事業プロデューサー「いのちを高める」（遊び・学び・芸術・スポーツ）
内閣府 STEM Girls Ambassador
四国大学特認教授，明治大学先端数理科学インスティテュート（MIMS）・東京理科大学研究員
文部科学省 中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会委員
文部科学省 特定分野に特異な才能のある児童生徒に対する学校における指導・支援の在り方等に関する有識者会議委員
経済産業省産業構造審議会臨時委員，教育イノベーション小委員会委員／デジタル関連部活に関する委員会委員
内閣府 総合科学技術・イノベーション会議教育・人材育成ワーキンググループ 委員
未来の教室実証プロジェクトに多数携わる（経済産業省），群馬県：新総合計画策定会議懇談会構成員

フルブライター（NYU Tisch School of the Arts, Interactive Telecommunications Program: ITP 修士）

米日財団 日米リーダーシッププログラムフェロー
国際数学オリンピック金・銀メダリスト（インド・アルゼンチン）／一児（15歳）の母
国際数学オリンピック日本大会2023実行委員，「算数・数学の自由研究」中央審査員



steAm活動：創造の喜びを世界へ

世界中の子どもたちや企業や大学とワークショップや探究を実施

創造性の民主化：万人万物にひそむいのちの創造性（の喜び）をひらく
すべての人は多様な創造性（生命力，才能）にあふれている



NYU，Tisch School of the Arts, ITP：Interactive Telecommunications Program （website 

世界中の，多様な背景（アーティスト・エンジニア・建築家
・音楽家・経営者・小説家・・・）の人が集まる，

創造性の民主化を信じ目指して生み出された場



アート・遊び・身体性，そして
多様な探究（自ら問いをたて解決や表現の形を創ろうとする）は

学校内外での多様な学びの喜びを
支える可能性が高い

価値創造の可能性と喜びと力



TOKUSHOデパート：アートや遊びの力

未来の教室実証事業2020

※経済産業省「未来の教室」実証事業

プログラミング初心者が，多様なアイディアを数学を用いて実現！多様な背景や性格の生徒が，
モチベーション高く，各々自分なりのペースで進めた．多様性や凸凹，コンセプトの醍醐味



大分県宇佐高校（大分STEAM）アートx数学xプログラミングx社会
160名のプログラミング初心者が思い思いの姿勢とペースとアイディアで
みんなが没頭！！！たった３−４時間で初心者が素晴らしい多様なクリエイターに！



五感や身体性の価値：スライム楽器で遊ぶ／を創る

@2019 ITP spring show

(Sound Studio / R. Luke Dubois)

Sachiko & Sou

@2020 Liberty Science Center “Engineering Week”@2019 Kioi Kids STEAM Workshop

Big Circuit with SLIME

Eight Sounds 

@2018 ITP winter show

(Into to PComp / Jeff Fedderson)

Sachiko & Chenhe Zhang & Sid Chou



あなたも数学者！母娘で体験する数理女子ワークショップ

【数学×デザイン/ゲーム/暗号】他 ＠数理女子 http://www.suri-joshi.jp/

撮影：河野裕昭、Change Waves（数理女子）

数学を発見する・数学で創る



答えは一つではない

自由で多様な発想が生かされる世界

あなたも数学者！

数学を発見する・数学で創る

五感で体験する

大人もこどもも・・・
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2021年2月6日発表内容：コンセプト（WHY・情熱）の重要性
＜メディアアート＞ 徳島商業高校（商業，徳島）
１）生コンクリート社のHP：高校生へ
２）成長していくネギ
３）会社の象徴を大切に

〜美馬グリーンサービス〜
４）グループワークのしやすい座席表を作る
５）雨と街

※経済産業省「未来の教室」実証事業

企業のために／企業理念の創出
誰かのために（席替えアプリ）：情熱・想い

専門家やメンターのサポート



Music x Math x Coding
数理で作曲！Music Blocks
（株）学研プラス・MIT Walter Bender 教授達と共に

※経済産業省「未来の教室」実証事業2018＆2019

徳島商業高校 x STEAM PBL：カンボジアの交通渋滞問題に挑む！

日本全国の農業高校 x STEAM：
ロボティクスやIOT
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北海道・沖縄・徳島の６専門高校とともに
ロボティクスSTEAMで社会課題解決！
＋仕様書でエンジニアと遠隔共創！

※経済産業省「未来の教室」実証事業2020

誰かのために：情熱・想い→問いを自ら生み出す・磨く
専門家やメンターのサポート→形にする・試行錯誤する
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2月6日発表内容一覧：北海道・徳島・沖縄・東京をつないで…

＜ロボティクス＞
旭川農業高校（農業，北海道）

１）農作物の間を自動で除草するロボット
２）キャタピラ車椅子 （農業農村・寒冷地仕様，大規模農場での高齢化問題）
３）農場案内ロボットカー

倶知安農業高校（農業，北海道）
１）育苗期をスマート化 （難しい苗の発芽をどうやってスマート化する？）
２）自給サイレージの製造 （ある男の子が牛舎までいくのを応援！）

徳島商業高校（商業，徳島）
１）風の力で進む自転車 （現状は実用性がない!?）
２）消毒を簡単にできる機械 （コロナ禍でバス消毒をする方々の健康を守る）
３）持ち運びができる脱臭・自動乾燥ハンガー （旅行などでの生乾き問題）

真和志高校（福祉，沖縄）
１）見た目を美しく保つ為に （介護される高齢者の方々のヘアケアの自走化）
２）福祉の視点から（終焉の燈に集いし炎の血族）（車椅子利用者は足元が見えない）

沖縄水産高校（水産，沖縄）
１）ドローン漁業～私たちの夢～ （漁業の人手不足・魚群データ不足・経験知の継承課題）

※経済産業省「未来の教室」実証事業2020
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※経済産業省「未来の教室」実証事業2020



最初は遊ぶ！→課題を探し，仕様書に落とし，調査・試作する

基本：１２時間＋𝛼，環境や状況により柔軟に

教育用のレゴを使ったロボット制作、動作命令の作成
● レゴマインドストーム© EV3を使用し、ブロックプログラミングを体験．センサーを用い
た制御などを試行錯誤しながら学ぶ （教科との連携を意識）

● 身近な課題をロボットで解決できないかのアイディア出し
● 仕様書の書き方を学び、いろんなオリジナルなアイディアを徐々に「形」に！

＊研修や教材，大学生メンター，専門家メンター，学校コミュニティなど総合的な共創

自分の考えや想いが形にできる自由度がワクワクに！
五感・身体性を使う／動く点もワクワクになっていると思われる
学校の知も自然と連動し，体験的に理解・活用につながっていく

普段とは全く目つきが変わった・自分からどんどんやるように
明らかに喜びを感じて主体的に動くように
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高校生でもレゴで学んだ知を生かして実機に挑戦可能！：予算・技術・・・

使われなくなった
電動シニアカート
などを使い，
15万→2万へ！

最初はイメージを
段ボール模型に
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超音波センサーの取り付け 電源と小型ＰＣの同期作業 ＰＣ命令系統の仕組み作り

実物への知識・技術の転用と自動化実現への取り組み

自分の考えや想いが形にできる予感がワクワクに！
（多忙な専門家との共創の仕組み・バーチャルや仕様書の活用）

知の価値が体験的に伝わり，学ぶ意義の理解・学ぶ（創る）意欲へ： Authenticな学び



STEM・STEAMなどにおいては，「本物であること」が重要である．

「本物」にも2種類あり，
Personal Authentic と Professional Authentic がある．
つまり，
「個人としてその人にとって本物でワクワクする学び」と，
「専門的に，産業界や学術界で通用するレベルの学び」
の2種類であり，両方大切だが両立させるのは難しい．

National Academies of Sciences, Engineering, and Medicine. 2021. Cultivating Interest and 
Competencies in Computing: Authentic Experiences and Design Factors. Washington, DC: The 

National Academies Press. https://doi.org/10.17226/25912.

AUTHENTIC



多様な空間・時間の使い方は
多様なあり方や仲間のあり方の可能性を開く

物理的にもバーチャルでも・・・



大学生メンターの育成と活躍！
県や大学の境界をこえたオンラインでの学び合いとコミュニティ醸成
大学間の垣根を超えた，アウトリーチ活動やメタ「大学」の可能性

四国大学・高知大学・東京大学
・福島大学他の共創勉強会
メンタリング・アウトリーチの仕組み
カンボジアや離島など遠隔地や
特別支援学校・こども園などとの共創

オンラインでの学び合いコミュニティは大学も県も国も超える
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特にプログラミング初心者のカンボジアの方々が
ものすごい成長を‼︎ 「多様性・心理的安全性・梯子」

四国大学が中心となって行われているp 5勉強会の中で，カンボジア山本日本語学校のカンボジア人やいろんな大学生たちから生まれてきた作品例
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未来の地球学校

EMANON(福島県)

川口高校(埼玉県)

関西学院千里国際高校，松原第三中学校(大阪府)

他、世界で約40か所

AkeruE(パナソニックセンター東京)

山本日本語学校
(カンボジア)

みらい価値共創センター
(奈良県，ダイワハウス)

旭川農業高校(北海道)

倶知安農業高校
(北海道)

女川小学校(宮城県)

鬼首小学校(宮城県)

こども園さくら(栃木県)尾瀬，吾妻中央高校，嬬恋高校，
伊勢崎興陽高校，長野原高校(群馬県)

ドルトン東京学園，新渡戸文化学園vivistop，
玉川学園，葛飾ろう学校，トキワ松高校(東京都)

ドミニカ教育大学
ドミニカ共和国

ニューヨーク大学
（米国）

吉野高校，王子工業高校 (奈良県)

加藤学園暁秀
小学校（静岡県）

本巣市立糸貫中学校(岐阜県)，ジャクエツ(福井県)

大分舞鶴高校，宇佐高校(大分県)

宮古島特別支援学校
(沖縄県)

八重山特別支援学校
(沖縄県)

北部農林高校，
沖縄水産高校(沖縄県)

徳島商業高校，四国大学，
あすたむらんど(徳島県)

数学体験館(東京理科大学，
理数教育センター)

2021年度経済産業省未来の教室実証事業公募A採択
2021年度EdTech補助金採択

群馬県，大分県，他
Google，パナソニック，ダイワハウス，アスタムランド他

いくつかの地方自治体や企業とも連携・協力あり

今分断されがちな多様な点と点を結び共創へ：STEAMの遊び場



いろんな掛け算のあり方を知ることは
潜在的な苦手意識や恐怖感を取り除き，

新たなモチベーション（動機・情熱）や
多様な多角的な楽しみ方・視点につながる

可能性が高い

また，目的が大きな情熱や想いに支えられている中でも，
STEAMのアプローチが多様な表現・関わり方を許容する場合，

仕切るのが上手い人・前に出て話すのが得意な人に限らず
絵を描くのが好きな人・歴史が好きな人・動くのが好きな人・

・ストーリーを考えるのが好きな人・動物が好きな人・
・じっと本質を考えるのが好きな人・コーディングが好きな人… … …

など多様な方が
自分を表現し活躍し，目的に貢献できるようになる



STEAM x Sports（こどもや大人とアスリートと研究者の連携）

身体性と感性と思考と… タグラグビー・バスケ・野球・陸上・・・
*大分：16高校、2中学校で導入 ※経済産業省「未来の教室」実証事業

スポーツ好きの男の子が算数・数学に夢中になり，
プログラミングで自信をつけた女の子がスポーツで活躍したり…



数学×〇〇講座／KIOI STEAM LAB＠東京ガーデンテラス紀尾井町
西武プロパティーズ主催/steAm総合企画・提供 (2021年度より KIOI STEAM LAB）



算数・数学の自由研究 多様な掛け算（一般社団法人理数教育研究所RIMSE）

走れよ，メロス！

https://www.rimse.or.jp/research/

過去の受賞作品より抜粋（上記サイト内で氏名・学校とともにPDFにて公開中）！
ぜひ見てみてください♫ こどもたちの自由な発想が爆発しています！





● 多様性の担保：遊びやアート（自分の声）の喜びと力
● 動機（情熱）の価値を伝え，引き出す（自分x誰かx社会x地球）
● 問い・コンセプトの醸成：待つ・問い続ける
● 誰かのため！という意識や形にしようとする試行錯誤：デザインの喜びと力
● 主体性を重視（手挙げ制）
● 緩やかなコミュニティ・仲間，刺激
● 空間・バーチャル空間・時間の（使い方含めた）多様性
● 専門家との共創：深堀りのワクワク，できそうな予感のワクワク
● 自分と近いメンターや相談相手の存在
● 貢献の仕方の多様性（自分の好きなものが目的とつながる）
● 自由な視点，意外な繋がり等（本物の研究にて）を魅せ，開く
● Low Floor，High Ceiling，Wide Wall（敷居は低く，天井は高く，生まれてくるも
のは一人ひとり異なる多様な「絵」が壁に）

● 専門家やメンターとの協働共創循環エコシステム（互いに無理なく刺激しあえる）
● 弱さや凹凸が受け入れられる文化・環境





・身近な女性数学者同士で議論して一致した，安心安全でワクワクする環境
（あくまでも傾向です）：

面白い数学がゆったり自分なりのペースで五感を用いてわかる
／数学が他のいろんな世界と結びついている様子がわかる
／数式や数字を殆ど用いず，絵などで本質を具体的に伝えようとする
／美味しいものを食べながら，ゆったり普通にお茶をして数学の話を楽しむ
／上記の心地よい空間をできれば守りたい（が男性がいると譲ってしまいがち）

＊ショー的・お笑い的・マニアックになりすぎると内容が十分わからなくなるため，

比較的平穏に，でも中身が躍動するものを求める

→   ジェンダーに限らず人と人にはいろんな違いがある．
多様な視点での企画・運営・空間時間設計必要
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STEAM Library：開いた学び遊びの場（物理的にもあると良い！）の可能性

「学びのSTEAM化」へ：教員やこどもたちを刺激し支援する，
デジタルSTEAMオープンプラットフォーム

→ 次は研修（人x活動x道具）や場の構築・コミュニティの醸成へ
多様な学びのワクワクや喜びをひらき，支える土壌が必要

SDGs

経済産業省「未来の教室」



21世紀のSTEAMリテラシー

Playful Coding (steAm, Inc.)
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21世紀のSTEAMリテラシー

Playful Physical Computing
Playful AI (steAm, Inc.)



日常の中に潜む数理
〜数学xデザイン・音楽・宇宙・・・〜
〜数学x保険〜 (steAm, Inc.)



学びの劇的な変化とGAP：
シフトを支える総合的なサポートと

共創ネットワークが必要

教員研修（遊び場）・専門家や大学生のメンタリング・コミュニティ醸成
・STEAM開発・開かれた場の構築・・・など

（人・活動・空間・道具）

Playful Coding / Playful Robotics / Playful AI / …

新しいリテラシーに絵筆のように馴染み遊びながらも，
それを用いたあなたが何をしたいのか（コンセプト）
そして何を実際にするのか（プロトタイプ）が重要

地域の魅力・課題などとの連携
その人・グループ・地域だからこそ見える視点：多様性の醍醐味



より参加型の、よりプレイフルな
ワクワクドキドキする

創造的な未来社会に向かって



Thank you!!!

CONTACT:  steAm, Inc. <info@steam21.com>



産業構造審議会教育イノベーション小委員会資料 岡本尚也

探究活動・発表機会のポイント

1 © 一般社団法人Glocal Academy 2021

内の世界（自分自身の興味・関心） 外の世界（社会・学術）

発
達
段
階

具体化・専門化フェーズ
（深める）

拡張フェーズ
（価値観の多様化）

早い段階で具体化・専門化を行うと、

地域差や家庭のSESの影響が強く出る。

地域、学校外の教育的・人的リソースの
活用、外部ロールモデルにより既存の価
値観からの脱却や見直しを計る（内の世
界を広げる）。

未来の教室、EdTech等
教育プラットフォーム、民間サービス
他校・地域内、地域間との交流

内
発
的
動
機
付
け
か
ら
キ
ャ
リ
ア
の
軸
形
成
へ

テーマの設定
（自己の発見）

先行研究や事例から自己の興味・関心の
社会・学術における位置づけを認識し、
テーマに対する知識・理解を深める。

研究・探究の方法(メソッド)作法の実践

社会や学術の広さと深さを理解する。
Standing on the shoulders of Giants.

●先行研究・事例
←学校・地域の図書館、博物館等の研
究資源に限界がある場合は、オンライ
ンアクセス可能範囲を拡張。当然、実
地調査等も実施。
●探究指導力の向上と外部連携。

高校生国際シンポジウム等の各種
発表、審査会
この際自己の発見の有無や動機付
けによって効果が大きく異なる。

教育資源の活用・方法の個別最適化

教育資源の共有・分配

発展・再構築フェーズ
（自己の相対化）

発表を通して世界を広げ、相対化

全国・世界の中で発表を行い、自己及
び探究成果を相対化し、再構築へ。

研究・探究の方法(メソッド)作法から共
通の言葉を持つ。



「さいたまSTEAMS教育」で育成をめざす資質・能力

現代的な諸課題に対応して求められる資質・能力
○芸術的な感性も生かし心豊かな生活や社会
の価値を創り出す創造性

○グローバル化に対応した多様性の尊重
○あきらめないで挑戦する力

学習の基盤となる資質・能力
○実社会につながる問題発見・解決能力
○問題を分析する力
○論理立てて主張をまとめる力
○情報手段の基本的な操作
○プログラミング的思考

「さいたまSTEAMS教育」の推進

実社会で
新しい価値を
生み出す力の

育成
資
質
・
能
力

各教科等で
はぐくむ
資質・能力

小学校 中学校／中等教育学校 高等学校

①プログラミング的思考を育む内容
プログラミング教材（scratch、mesh、micro:bit）
の活用

②創造性を育むPBL
問題発見、チームで解決、成果発表・振り返り

STEM

科学技術分野の発展や革新を支え、新たな価値を創造し、未来社会をリードする人材の育成
科学技術分野の進展により複雑に変化する現代社会において、自己実現できる市民の育成

教科横断的な学習、
探究的な学習の充実

S…Science T…Technology E…Engineering A …Art M …Mathematics S…Sports≪目的≫

S

A

1



○大宮北高校（H28～）
スーパーサイエンスハイスクール研究開発の推進
・学校設定科目「数理探究」
・SS科学総合（SSH福島復興探究学）
・SSHサイエンスフィールドワーク
・自由研究サポートプログラム
・中学生のための先進的科学教育プログラム
・さいたま市サイエンスフェスティバル 等

○STEM教育に関する教員海外派遣研修（H３０、H３１）
・H３０ アメリカ４名
・H３１ イギリス３名 ドイツ３名

○浦和南高校（R1～）
スポーツを科学する生徒の育成
・分析力・課題解決力の向上（SPLYZA TEAMSの効果）

+
・資質能力の向上を数値化（AiGROWの効果）

「さいたまSTEAMS教育」に係る令和元年度までの主な取組

2



「さいたまSTEAMS教育」に係る令和２年度からの取組
○「STEAMS TIME」ワーキンググループ部会立ち上げ

○令和２年度より研究指定校へ委嘱
STEM分野を幹とした先進的な研究の推進

【R２～委嘱】
・大宮北高校グループ（理数）令和３年度研究発表
大宮北小学校 大宮北中学校 日進小学校 日進中学校 市立大宮北高等学校

≪R2の主な取組≫
校内研究授業、小中合同研修、グループ内情報交換会

・市立浦和高校グループ（理数）令和４年度研究発表
北浦和小学校 つばさ小学校 本太中学校 浦和中学校 市立浦和高等学校

≪R2の主な取組≫
講師を招いた研修会、校内研究授業、探究的・教科横断的な学習の研究

・市立浦和南高校グループ（Sports）令和４年度研究発表
沼影小学校 植竹小学校 内谷中学校 植竹中学校 市立浦和南高等学校

≪R2の主な取組≫
STEAMS的思考の研究、スポーツを科学する生徒の育成事業 報告会

【R3～委嘱】
・太田小学校（Art） ・指扇中学校（Art） 令和５年度研究発表
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≪学習内容≫

中学1～3年：創造性を育むPBL９時間

２ チームで解決
（計画・設計、実証、改善）

３ 成果発表・振り返り
（プレゼンテーション）

１ 問題発見
（課題設定）

≪PBL学習の流れ≫

児童・生徒の自立的な学習、教員はファシリテーターとして活動をサポート

「STEAMS TIME」の概要
「STEAMS TIME」とは、STEMに関する教科の内容とそれ以外の教科の内容を組み合わせ
た教科横断型の探究的な学習

4

小学生３～6年：PBL６時間＋プログラミング的思考を育む内容３時間



令和４年度以降の授業時数

「STEAMS TIME」の時数（R２ １１月教育戦略会議資料より）
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「STEAMS TIME」コンテンツライブラリー

「STEAMS TIME」コンテンツライブラリー運用イメージ（オープンシェア）

コンテンツの活用 実践事例の充実

連携

経産省
大学 企業

連携小学校 高等学校情報共有

中学校

コンテンツ作成リンク

活動案 導入資料

①プログラミング的
思考を育む内容

②創造性を育むPBL

ワーキンググループ
指導１課
高校教育課

（スポーツを科学する生徒
の育成事業）
教育研究所

青少年宇宙科学館

中等教育学校

文科省
メディア
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「STEAMS TIME」推進のための校内組織

「さいたまSTEAMS教育」推進部

「さいたまSTEAMS教育」推進部の組織
統括：主任
推進担当者：各校種、規模に応じて以下の教科を中心にメンバーを

選出する
小学校 ：算数、理科、図画工作、家庭、体育
中学校 ：数学、理科、美術、保健体育、技術・家庭
高等学校：数学、理科、保健体育、芸術、情報

【統括：主任】
・「さいたまSTEAMS教育」の理解と自校への説明
・管理職と共に「STEAMS TIME」を推進
・学校間の連携、情報共有 等

【推進担当者】
・年間指導計画の作成
・実践事例の収集と報告
・校内の連絡調整 等

令和３年度については、教務主任を中心に各学校において「さいたま
STEAMS教育」プロジェクトチーム等を組織し、研究実践を進める。
令和４年度については、年度当初に「さいたまSTEAMS教育」推進部

等を学校の中に組織し、「さいたまSTEAMS教育」の研究を推進するとと
もに、「STEAMS TIME」の学習カリキュラムの充実を図る。
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令和３年度の計画
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ロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 

「STEAMS TIME」ワーキンググループ部会 
によるカリキュラム案の作成 

STEM 分野を幹とした先進的な
研究 

STEM 分野を幹とした先進的な研究 

大学教授の招聘 
教育フォーラム・実践発表会の開催 

「STEAMS TIME」学習カリキュラムの充実・見直し 

研究 
発表会 実践事例等の充実 

研究 

発表会 
実践事例等の充実 

モデル校による先行実施・検討 

さいたま市 

教育委員会 

R５実践発表会 R６実践発表会 

市内学校 
教育フォーラムへの参加 

研究発表会への参加 
「STEAMS TIME」の全校実施 

STEM 分野を幹とした先進的な研究（Sports） 

研究委嘱校① 

大宮北高校 

グループ 

研究委嘱校② 

市立浦和高校 

グループ 

研究委嘱校③ 

浦和南高校 

グループ 

教育課程特例校指定申請（８月） 

研究委嘱校④ STEM 分野を幹とした先進的な研究（Art） 

スポーツを科学する生徒の育成事業との連携 

研究発表会 
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⻑年続いてきた⽇本の受動的・同調的な学びを
主体的・対話的で深い学びに変えるために

私たちができること

広島県教育委員会教育⻑
平川 理恵



本⽇ お話をすること

１ 商業高校のアップデート
（「ビジネス探究プログラム」の開発等）

1

３ 新たな公⽴高等学校⼊学者選抜

２ 「本質的な問い」研修



商業高校アップデート（「ビジネス探究プログラム」の開発等）

■アメリカ ビジネスハイスクール視察
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3

商業高校アップデート（「ビジネス探究プログラム」の開発等）



Who am I ?

Step1-1
生きるって何？

商業高校アップデート（「ビジネス探究プログラム」の開発等）
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●ライフウェーブチャート 事例

私は（ ）歳からの記憶が鮮明である。

出生
０歳

現在
15歳

広島へ
引越４歳

骨折して入院
８歳

野球を辞める
９歳

●●先生に
出会う10歳

バスケを始める
11歳

メンバー入り
12歳

野球を
始める５歳

●●と友達
になる６歳

高校
入学

５
私のウェブチャートは

10年間
みんなは？違ってＯＫ！

自分の人生を振り返る

商業高校アップデート（「ビジネス探究プログラム」の開発等）
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商業高校アップデート（「ビジネス探究プログラム」の開発等）
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広島県でバリューチェーンをつなぐ

7

広島県外に流出
Ex)国内難関大学，海外等へ

広島県の産業を担う

商 業

工 業

農 業

デジタルマーケティング

周辺のシステム・機器

スマート農業

広島県でバリューチェーン
をつなぐ



授業をわくわく楽しいものに変える教職員研修＝「本質的な問い」の重要性

例えば，ブルーム分類学に基づく，深い思考を促す「本質的な問い」
を軸にしたカリキュラム・マネジメントが必須。

レ ベ ル ス キ ル

創 造 部分を組み合わせて新たなものを作り出せる。

評 価 基準を使って情報の価値や使いみちを判断できる。他者の気持ちに共感できる。

分 析 全体の中の部分を⾒つけたり，区分けしたりできる。
多角的な視点で公正に情報を扱うことができる。

応 用 知識を⼀つの状況から別の状況に移すことができる。

理 解 内容を解釈したり，言い換えしたり，説明したり，推し測ったりする。

記 憶 情報を記憶する，情報を思い出す。

■ブルーム分類学に基づく思考レベルとスキル
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・教員の役割は「ティーチャー」から「ファシリテーター」に。
・広島県では“統合的”な研修を実施。今後５年間で全教員の受講を目指す。

■研修ゴール
プロジェクト型アプローチを通じた「総合的な学習/探究の時間」の設計⼿法の理解
■研修コンセプト
受講者⼀人⼀人にクラウドサービス（G Suite）のアカウントを付与し，受講者同士で「主体的・対話的

で深い学び」をオンライン上で実現
これからの学びの在り方を体感的に，受講者が自ら他者に伝達できるようになる
■研修期間
３⽇間
■主な内容
（１⽇目）これからの学びの在り方，資質・能⼒を育成する授業デザイン
（２⽇目）発問と評価，PBLの視点を取り⼊れた単元計画の作成
（３⽇目）PBLの視点を取り⼊れた単元計画の作成・検討，

ICTの効果的な活用

学習評価研修

ＩＣＴ活用研修

●●研修

これまでの研修 統合的な研修 ＜本質的な問い＋カリキュラムマネジメント＋ルーブリック評価＋ＩＣＴ＞

カリキュラム
・マネジメント研修

●●研修

等々…

「本質的な問い」研修
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新たな公⽴高等学校⼊学者選抜制度

10

【現⾏】 【改訂案】

欠席欄の廃止

所⾒欄の廃止
→「自己表現」実施
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最新情報はこちらをチェック

新たな公⽴高等学校⼊学者選抜制度

11広島県 ⼊学者選抜制度 検索



新たな公⽴高等学校⼊学者選抜制度
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■パブリックコメントの実施

児童生徒 保護者 教 員 教育関係職員 その他 記入なし 計

人数 175名 185名 210名 46名 116名 23名 755名
件数 325件 386件 458件 109件 208件 59件 1,545件

実施期間 令和元年９⽉１８⽇〜１０⽉１７⽇
意⾒合計 ７５５名 １，５４５件

多く寄せられた意⾒

○ 自己ＰＲ書の作成・提出に関すること（294件）
○ ⼊学者選抜制度の改善の実施時期に関すること（221件）
○ 全員面接の実施に関すること（161件）
○ 調査書の評定の対象学年に関すること（160件）

13

新たな公⽴高等学校⼊学者選抜制度



■実施時期に関する中学⽣の意⾒

14

新たな公⽴高等学校⼊学者選抜制度

中学１年の時から必死に勉強してきたのに，それが評価され
なくなることがショックです。
内申点にビクビクしながら，色々なものを犠牲にしてきたのに，
今さら悲しいです。

私は，中学１年からの内申点が，受験に⼤きく左右すると聞
いていたので，遊ぶことも我慢して頑張ってきました。
改革されることが分かっていたら，もっとクラブや趣味などにも
目を向けて，違った意味での充実した中学１年⽣を過ごせたは
ずなのに，本当にひどすぎます。



新たな公⽴高等学校⼊学者選抜制度

■新しい⼊学者選抜制度のポイント
１.主体的に志望校を選択

全ての高等学校の教育目標や実施内容等を事前公表
２.調査書

「志望校」「氏名」「性別」「学習の記録（評定）」の４点に簡素化
※（ 「学習の記録（評定）」 の⽐重）１年︓２年︓3年＝１︓１︓３

３.⼊学者選抜に係る期間を短縮
「選抜(Ⅰ)(Ⅱ)(Ⅲ)」 → 「⼀次・二次選抜」

４.受検⽣全員に「自己表現」を実施
５.「学⼒検査」︓「調査書」︓「自己表現」の⽐重＝６︓２︓２ 15



研究・探求活動実施に伴う問題 と 実践例におけるフレームワーク

各クラス内の10テーマを6つの研究チームに分類
(幹細胞・植物・環境化学・現象数理・数論・理論物理 )

医進・サイエンスコースにおける例

生徒をグルーピングしてテーマ数削減

….

標準的なクラス構成

担任1名 生徒40名

教員1名で40テーマ
を扱うのは不可能！
ではどうするか？

➢ 生徒活動のバランスとしては 3人で組みたい
➢ 多くても4人で一組
➢ 担任教員の専門性と生徒のテーマとの乖離

+

….
全10テーマが1
クラス内で同時
に進行。

【問題点】
・総合的な学習の時間を探求に充てるとして、
　50分の授業中に 10テーマを同時進行できない。
・研究・探求は授業以外の時間もコアタイム。

課題設定：
担任以外に、研究指導に関わる人員を
何名アサインすれば解決できるのか？
また、どの程度の費用が見込まれるのか？

教員人数算出の指標

…M1

M2

H2

…

…

…
M1~H2の担任合計7名＋研究指導に関わる人
員10名程度が同時に各クラスを見ることで専門
性の問題を解消する。

…

TTの授業が多いことが学内で問題に（コマ数増加）。
M2M3、H1の2クラスをそれぞれ同時展開、 H2は放課後
に対応することでコマ数を圧縮した。 →週4コマでM1~H1
の研究指導を実施。

※M1M2M3は1クラ
ス、H1H2は2クラス編
成なので、中高で合計
7クラス。

➢ 1クラス40人
➢ 1チーム4人
➢ 教員1人あたり5テーマ

(∵時間的・経験的制約 )

→この条件なら1クラス2名。担任
と同数の指導者がいればよい計
算になる。左の医サイ例では、 7ク
ラスで14名の研究指導者がいれ
ばOK。

※ 備考
➢ 教員以外で研究を担当する指導

者は、研究活動のみで OK
➢ 各チームに最低 1人は専任が必要
➢ インターナショナルコース以外は

学年８クラスに副担１－２名
➢ 研究担当は原則、部活顧問免除
➢ 教員でなくてもできる業務を担当

する事務職員（派遣）が常駐

理想は・・・
➢ 1チーム3人
➢ 教員1人あたり3テーマ
この場合、担任に加え 1クラスあ
たり約3名のアサインが必要



研究活動の実践を踏まえた近未来の教室

● 担任の概念や学年の枠をとっぱらった発想が必要

○ 教員もチームで取り組む！（教員業務の棚卸しと要件定義）

　　　→ゼネラリストの孤軍奮闘からスペシャリストのチームプレーへ

○ 教員自身の学び・学び合いの実現

● 学習者のチームでの取り組みは運営面はもちろん、教育効果も絶大

○ 課外活動、部活や塾、習い事との両立可

○ 共有、協働、ジグソー的アプローチ etc...

○ 役割分担（プレゼン担当？調査担当？実験担当？）した生徒個々とい

うより、チームとしてのパフォーマンスを評価



● テーマ数が想定以上に増加する

○ 高校生になると１人で研究を進める生徒が現れる（素敵！）

○ ４人チームは特に、研究進捗に応じた２人チームが増える。

● 思いがある教員たちのボランタリーな尽力で支えている現状。

○ 授業以外、教員自体が専門性を高める時間をどう確保するか。

○ 週あたり１テーマの所要時間を１時間と仮定したが、教員自身の専門

性の担保のためにはさらに必要。（３テーマくらい）

○ 研究・探求に関われない学年・クラスを設定せざるえない現状

● 教育機会均等化のためにも、公私問わず学校全体を捉えた議論を！

研究活動の実践を踏まえてみえてきた課題



「研究指導者」を揃えるにあたっての試算
充当する時間と必要な予算の算出1テーマにかける時間 理想的なケース

★可能であれば人単価を下げ指導者を増やすと良い
　→研究テーマに対しての指導者の専門性の向上
　→教員・指導者間の協力による相乗効果

・1チーム3人
　  全員が研究に関われる
・教員1人あたり3テーマ
　  教員自身の学びも可能

 1クラス40人、担任1人の場合
➢ 全テーマ数：13チーム
➢ 指導できないテーマ数  10

 
 指導者で補填する場合
➢ 月ごとに充当する時間

：40時間（4時間/1テーマ）
　80時間（8時間/1テーマ）

➢ 月ごとに必要な予算
（時間単価2500円）
：100000円（4時間/1テーマ）
　200000円（8時間/1テーマ）

…

教員1人あたり最低限必要な週の研究指導時間は
5時間/週（例:4時間の授業＋ 1時間の放課後対応）
→教員1人が5テーマとすると
　1テーマあたり最低週1時間・月4時間必要
→時間単価2500円の場合1テーマあたり10000円/月

※生徒対応の時間以外（個人的な調査など）が
　指導時間と同程度発生するが、現段階では試算に
　入れていない（教材研究？授業準備？）
※実際の研究指導のためには 1テーマあたり
　週2時間・月8時間が理想

　
　

人員不足で指導できないテーマ数の試算

M1
4h/月

M2
4h/月

M2
4h/月

H1
4h/月

指導できないテーマ数

　＝(全テーマ数 )－(担任教員で持てるテーマ数 )

　 (生徒全体の人数 )
 (1チームの人数 )＝　　　　　　　      －(担任教員数 )×5

1クラスの場合、生徒 40人、1チーム4人、担任1人
➢ 指導できないテーマ数  5つ

1テーマあたり月ごとの指導時間  4時間、単価2500円
➢ 月ごとに充当すべき時間  20時間
➢ 月ごとに必要な予算  50000円（/1クラス）

月ごとに必要な予算

　＝(月ごとに充当する時間 )×(時間単価 )
　＝(指導できないテーマ数 )
　×(1テーマあたりの月ごとの指導時間 )×(時間単価 )

10000円/月 × 3 30000円/月

M1       M2        M3 M1       M2        M3



外部人材が関わりやすくする制度つくり（含Web / EdTech）
● 外部人材が研究・探究のプロセスに関わる機会と、プロセスを共有・ブラッ

シュアップしていくためのコミュニティが必要。

○ オンライン化が後押しとなり外部人材が関わる機会は増えている

○ 研究・探求のプロセスへの関わり方をプール・共有していく

● 外部人材が関わるインセンティブ、リソース確保のサポートが必要。

○ 学校外の人が優秀だという訳ではない。どんな人が参加し、

どんな成長をしていくのか。その仕掛けが必須。

○ 探究アドバイザー制度で立場・認証の提供（継続性の担保）

○ 次世代育成に関わることが社会人のリカレント教育の主軸！

生徒の気づきと学びを最大化する PJ



参考



[日/週][h/(テーマ・週)]

１人の教員が１日あたりに要する時間的コスト

時間的なコスト・研究のクオリティ担保に伴う制限

[テーマ/教員]
≧１ [時間/(テーマ・週)]

～１[時間]　※放課後16:00-17:00など

週５日を仮定

→（教員１人の担当テーマ数）≦５　という制限がつく

＝（教員１人の担当テーマ数）×（所要時間）÷（勤務日数）

（全クラス数）×
１クラスの生徒数

１テーマあたりの生徒数
≦５×

１

教員数

必要な教員数を算出：



テーマ数に基づく教員数の算出

（全クラス数）×
１クラスの生徒数

１テーマあたりの生徒数
≦５×

１

教員数

● 全生徒数に対して、テーマ数と教員数を調整する必要がある。

● １テーマあたりの生徒数は３人程度が望ましい。

○ 増えすぎると、議論が困難・主体性の減少などが生じる。

○ 個人でやると議論の機会を設けにくい。

例）1クラス40人を5クラス分、１テーマあたり３人に分ける場合：

（教員数）≧13.3　→14人の教員が必要。



2020の在籍人数だと
教員は18人必要。

広尾学園医進・サイエンスコースの例

テーマ数を減らす必要もあるが、並行して教員を25%ほど増員も必要。

※教員数は非専任含



- 0 -

第3回 学びの探究化・STEAM化WG（1/28）
（探究学習における学校と企業・大学（研究機関等）
の連携）



研究・探求活動実施に伴う問題 と実践例におけるフレームワーク

生徒をグルーピングしてテーマ数削減

….

標準的なクラス構成

担任1名 生徒40名

教員1名で40テーマ
を扱うのは不可能！
ではどうするか？

➢生徒活動のバランスとしては3人で組みたい
➢多くても4人で一組
➢担任教員の専門性と生徒の興味とのマッチング

+

….
全10テーマが
1クラス内で
同時に進行。

【問題点】
・総合的な学習の時間を探求に充てるとして、

50分の授業中に10テーマを同時進行できない。
・研究・探求は授業以外の時間もコアタイム。

課題設定：
担任以外に、研究指導に関わる人員を
何名アサインすれば解決できるのか？
また、どの程度の費用が見込まれるのか？

教員人数算出の指標

➢1クラス40人
➢1チーム4人
➢教員1人あたり5テーマ

(∵時間的・経験的制約)

→この条件なら1クラス2名。担
任と同数の指導者がいればよい
計算になる。左の医サイ例では、
7クラスで14名の研究指導者が
いればOK。

※備考
➢教員以外で研究を担当する指導
者は、研究活動のみでOK

➢各チームに最低1人は専任が必要
➢インターナショナルコース以外
は学年８クラスに副担１－２名

➢研究担当は原則、部活顧問免除
➢教員でなくてもできる業務を担
当する事務職員（派遣）が常駐

理想は・・・
➢1チーム3人
➢教員1人あたり3テーマ
この場合、担任に加え1クラス
あたり約3名のアサインが必要

例１）市立高校＠北海道
１学年：１クラスに２名（２人担任）＋学年付き２ー３名
２・３学年：１クラスに２名（担任＋副担任）＋２ー３名

例２）県立高校＠長野県
１学年：１クラスに２名、２学年：１クラスに２名
３学年：１クラスに５－６名

３年の「総合探究」に特に多くの教員を配置しています。
とのこと

公立高校における例

医進・サイエンスコースにおける例

Ｍ１～Ｈ２（中学各１・高校各２クラスの合計７クラス）
⇒５学年で教員７名＋研究指導に関わるメンバー７名

研究分野を６つに分け、それぞれの分野に教員を配置。
M2M3、H1の2クラスをそれぞれ同時展開、
H2は放課後に対応することでコマ数を圧縮。
⇒週4コマでM1~H1の研究指導を実施
（専門性かつ教員人数の問題を解消）

M1 M2 M3 H1 H1 H2 H2

授業外指導



担任教員が指導できないテーマ数の試算

教員1人の１週間の研究指導時間：5h

1h

「研究指導者」を揃えるにあたっての試算
1テーマにかける時間 理想的なケース

★可能であれば人単価を下げ指導者を増やすと良い
→研究テーマに対しての指導者の専門性の向上
→教員・指導者間の協力による相乗効果

・1チーム3人
全員が研究に関われる

・教員1人あたり3テーマ
教員自身の学びも可能

1クラス40人、担任1人の場合
➢全テーマ数：13チーム
➢指導できないテーマ数 10

指導者で補填する場合
➢月ごとに充当する時間
：40時間（4時間/1テーマ）

80時間（8時間/1テーマ）
➢月ごとに必要な予算
（時間単価2500円）
：100000円（4時間/1テーマ）

200000円（8時間/1テーマ）

教員1人の研究指導時間は 最低5時間/週
（例:4時間の授業＋1時間の放課後対応）
教員1人が5テーマを担当する場合
⇒1テーマあたり1時間/週
時間単価を2500円に設定した場合
⇒1テーマあたり10000円/月

※生徒対応の時間以外（個人的な調査など）は試算
に含まれない。（教材研究や授業準備は指導時間と
同程度に発生する。）
※実際の研究指導のためには1テーマあたり
週2時間・月8時間が理想

指導できないテーマ数【式②】

＝(全テーマ数)－(担任教員で持てるテーマ数)
(生徒全体の人数)

(1チームの人数)
＝ －(担任教員数)×５テーマ

1クラス40人、1チーム4人構成、担任1人の場合
⇒担任教員が指導できないテーマ数 5つ【式②】

1テーマあたりの指導時間 4時間/月・単価2500円/時
⇒月ごとに必要な予算
5テーマ×4時間/月×2500円/時間＝ 50000円/1クラス

【式①】

月ごとに必要な予算【式①】

＝(担任教員が指導できないテーマ数)

×(1テーマあたりの月ごとの指導時間)×(時間単価)

1h 1h 1h 1h

教員

充当する時間と必要な予算

10000円/月 × 3 30000円/月



研究活動の実践を踏まえた近未来の教室

● 担任の概念や学年の枠をとっぱらった発想が必要

○ 教員もチームで取り組む！（教員業務の棚卸しと要件定義）

→ゼネラリストの孤軍奮闘からスペシャリストのチームプレーへ

○ 教員自身の学び・学び合いの実現

● 学習者のチームでの取り組みは運営面はもちろん、教育効果も絶大

○ 課外活動、部活や塾、習い事との両立可

○ 共有、協働、ジグソー的アプローチ etc...

○ 役割分担（プレゼン担当？調査担当？実験担当？）した生徒個々

というより、チームとしてのパフォーマンスを評価



● テーマ数が想定以上に増加する

○ 高校生になると１人で研究を進める生徒が現れる（素敵！）

○ ４人チームは特に、研究進捗に応じた２人チームが増える。

● 思いがある教員たちのボランタリーな尽力で支えている現状。

○ 授業以外、教員自体が専門性を高める時間をどう確保するか。

○ 週あたり１テーマの所要時間を１時間と仮定したが、教員自身

の専門性の担保のためにはさらに必要。（３テーマくらい）

○ 研究・探求に関われない学年・クラスを設定せざるえない現状

● 教育機会均等化のためにも、公私問わず学校全体を捉えた議論を！

研究活動の実践を踏まえてみえてきた課題



外部人材が関わりやすくする制度つくり（含Web / EdTech）

● 外部人材が研究・探究のプロセスに関わる機会と、プロセスを共有・

ブラッシュアップしていくためのコミュニティが必要。

○ オンライン化が後押しとなり外部人材が関わる機会は増えている

○ 研究・探求のプロセスへの関わり方をプール・共有していく

● 外部人材が関わるインセンティブ、リソース確保のサポートが必要。

○ 学校外の人が優秀だという訳ではない。どんな人が参加し、

どんな成長をしていくのか。その仕掛けが必須。

○ 探究アドバイザー制度で立場・認証の提供（継続性の担保）

○ 次世代育成に関わることが社会人のリカレント教育の主軸！
生徒の気づきと学びを最大化するPJ



■教科の専門的内容と指導法を一体的に学ぶことを可能とする
「教科及び教職に関する科目」に大括り化

教育職員免許法の改正
（平成28年11月）

教職課程コアカリキュラムの作成
（平成29年11月）

教育職員免許法施行規則の改正
（平成29年11月）

■学校現場で必要とされる知識や技能を養成課程で獲得できるよ
う、 教職課程の内容を充実。

教職課程に新たに加える内容の例

【単 位 化】 ・特別支援教育 ・外国語教育
【必修内容として明確化】 ・ICTを用いた指導法 ・道徳教育の理論 ・学校体験活動
・チーム学校への対応 ・総合的な学習の時間の指導法 ・アクティブ・ラーニングの視点に
立った授業改善 ・カリキュラムマネジメント ・学校安全への対応 ・学校と地域との連携
・キャリア教育 等

■教科や学校種によって異なる教職課程のうち、共通性の高い
「教職に関する科目」において、全大学の教職課程で共通的に
修得すべき資質能力を明確化
■教職課程の認定を行う際に確認すべき事項として活用
（平成30年の全大学の課程認定から活用）

■教科のうち、英語については特に指導法、専門科目についても作成

教職課程コアカリキュラムの例（各教科の指導法の場合）

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について（平成27年12月中央教育審議会答申）

全体目標
教科における教育目標等について理解し、学習指導要領の内容と背景となる学問と
を関連させて理解を深めるとともに、授業設計を行う方法を身に付ける。

一般目標 具体的な授業場面を想定した授業設計を行う方法を身に付ける。

到達目標

学習指導案の構成を理解し、具体的な授業を想定した授業計画と学習指導案を作
成できる。

模擬授業の実施とその振り返りを通して、授業改善の視点を身に付けている。

全大学の教職課程の審査・認定
（平成30年）

教科及び教職に関する科目
教科の専門的内容と指導法を統合した科目など意欲的な取り組みが実施可能となる

教科の指導法の例
・学習指導要領における理科の目標と内容
・板書計画や指導案の作成 ・模擬授業

教科の専門的内容の例
・物理学 ・化学
・生物学 ・地学

平成31年４月１日から、認定を受けた1,283校の大学等の合計1万9,416課程で履
修内容を充実させた教育課程の開始

✔平成28年の法改正及び平成29年の省令改正により、学校現場の状況の変化や教育を巡る環境の変化に対応するため、特別支援教育の充実や、
ＩＣＴを用いた指導法等の内容が新たに盛り込まれたところ。

✔教職課程を有する全ての大学等（1,283校）に設置される合計1万9,416課程に上記内容が盛り込まれたことを国において審査・認定し、平成31年
４月より新たな教職課程が始まった。

教員養成に関する近年の政策動向について

1



＜今後のスケジュール＞
令和２年10月 令和３年４月 令和４年４月

教職課程等の開始
省令の改正及びコアカリキュラム

の作成 授業科目の整備
教員養成部会での議論

国

大学

入 学

総論の修得

社会一般の教養

実践による
総まとめ

卒 業

教科毎に分化し
た修得

「情報機器の操作」（２単位）

「各教科の指導法（情報機器及び教材の活
用を含む。） 」の一部

＜現行のICT修得の状況＞

現状、制度上の位置付けなし

「教育の方法及び技術（情報機器及び教材
の活用を含む。）」の一部

点検評価の仕組みなし

大学において順次開設される「数理、データ活用及び人工知能に関する科
目」を「情報機器の操作」と選択可能とする（いずれか２単位）。

※「数理、データ活用及び人工知能に関する科目」を開設している大学は原則、教職課程の
学生に当該科目を修得させることを求める。

教科毎にICTを活用する授業をまとめた動画コンテンツ等の活用※による「各
教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。） 」の内容の充実

＜新たなICTの修得体制＞

「教職実践演習」においてICTを活用した演習（例えば模擬授業等）を行
うこととする

含むこととされている「（情報機器及び教材の活用）」を切り出し、当該内
容に関して、新たに「情報通信技術を活用した教育の理論及び方法」 を事

項に追加し、１単位以上修得することを求める。
加えて、追加された事項に関するコアカリキュラムを作成。

・自己点検評価を通じて大学が自ら確認（令和３年５月７日「教育職員免許法

施行規則等の一部を改正する省令」施行・公布/「教職課程の自己点検・評価及び全学的に
教職課程を実施する組織に関するガイドライン」策定）

・大学における点検状況の国によるフォローアップ（令和２年10月５日「教職課程
における教師のICT活用指導力充実に向けた取組について」）

「教職実践演習の実施に当たっての留
意事項」（課程認定委員会）の改正

国等が作成した動画コンテンツ等の提供

省令改正、
追加事項に関するコアカリキュラムの作成

省令改正

省令改正、ガイドライン策定
及び通知

令和３年度末
大学からの届出〆

※新たに追加される事項においても活用することとする。

教職課程におけるＩＣＴ活用に関する内容の修得促進に向けた取組
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「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について（令和３年３月12日中央教育審議会諮問）
【概要】

「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実し，「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善につなげる。
2020年代を通じて実現すべき「令和の日本型学校教育」で目指す学びの姿

ICTの活用と少人数学級を車の両輪として，「令和の日本型学校教育」を実現し，それを担う質の高い教師を確保するため，教師の養成・採用・

研修等の在り方について，既存の在り方にとらわれることなく、基本的なところまで遡って検討を行い、必要な変革を実施、教師の魅力を向上

⚫ 学校教育を取り巻く環境の変化を前向きに受け止め，教職生涯を通じて学び続け，子供一人一人の学びを最大限に引き出し，主体的な学びを支援す

る伴走者としての役割を果たしている

⚫ 多様な人材の確保や教師の資質・能力の向上により質の高い教職員集団が実現し，多様なスタッフ等とチームとなり，校長のリーダーシップの下，家庭や地域と

連携しつつ学校が運営されている

⚫ 働き方改革の実現や教職の魅力発信，新時代の学びを支える環境整備により教師が創造的で魅力ある仕事であることが再認識され，志望者が増加し，教

師自身も志気を高め，誇りを持って働くことができている

「令和の日本型学校教育」において実現すべき教師を巡る理想的な姿

中央教育審議会答申「「令和の日本型学校教育」の構築を目指して」【令和３年１月26日】のポイント
～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～

「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について（諮問）

①教師に求められる資質能力の再定義 ②多様な専門性を有する質の高い教職員集団の在り方

③教員免許の在り方・教員免許更新制の抜本的な見直し ④教員養成大学・学部，教職大学院の機能強化・高度化

⑤教師を支える環境整備

・「令和の日本型学校教育」を実現するために教師に求められる
基本的な資質能力

・優れた人材確保のための教師の採用等の在り方

・強みを伸ばす育成，キャリアパス，管理職の在り方

・①を踏まえた教職課程の見直し

・学校外で勤務してきた者等への教員免許の在り方

・免許状の区分の在り方

・必要な教師数と資質能力の確保が両立する教員免許更新制の見直し

・多様化した教職員集団の中核となる教師を養成する教員養成
大学・学部，教職大学院の教育内容・方法・組織の在り方

・学生確保，教職への就職，現職教員の自律的な学びを支え
るインセンティブの在り方

・教師を支える環境整備 ・教師の学び等の振り返りを支援する仕組み
3



○ 学び続ける教師
○ 教師の継続的な学びを支える主体的な姿勢

○ 適切な目標設定・現状把握、積極的な「対話」

○ 質の高い有意義な学習コンテンツ

○ 学びの成果の可視化と組織的共有

「令和の日本型学校教育」を担う新たな教師の学びの姿の実現に向けて 審議まとめ 概要

２．教師の研修環境の変化（体系的かつ効果的な研修体制の樹立、国公私・地域の別を問わないオンラインによる研修コンテンツの充実等）

◆教員免許更新制度導入後の社会的変化

◆「令和の日本型学校教育」を担う教師の学び

１．「令和の日本型学校教育」を担う新たな教師の学びの姿

２．「新たな教師の学びの姿」の実現に向けて早急に講ずべき方策

３．準備が整い次第講ずべき事項と具体的方向性

・ 文部科学省においては、任命権者が、教師が教員研修計画に基づき受けた研修の履歴等を記録及び管理し、当該履歴を活用しながら、任命権者や服務監督権
者・学校管理職等が、教師との対話を通じて、教師に計画的かつ効果的な資質の向上を図るための研修の受講を奨励することを義務付けることを検討すべきである。
その際、市町村教育委員会の行う研修や学校における校内研修・授業研究なども含めたような研修の履歴等を含む仕組みにすることが望まれる。

・ 任命権者が当該履歴を記録管理する過程で、期待する水準の研修を受けていると到底認められない教師には職務命令による研修の受講や、職務命令に従わない
場合には適切な人事上又は指導上の措置を講じることが考えられ、こうしたことを国が定める指針の中で明らかにすべきである。

○ 公立学校教師に対する学びの契機と機会の確実な提供（履歴の記録管理、受講奨励）

○ 現職研修のさらなる充実に向けた国による指針の改正

○ 国公私立学校の教師を通じて資質能力を向上する機会の充実 ○ 教職に就いていない者のための学習コンテンツの開発

・ 学習コンテンツの質保証
・ ワンストップ的に情報を集約し、適切に整理・提供するプラットフォーム
・ 学びの成果を可視化するための証明の仕組み

○ 新しい姿の高度化を支える３つの仕組み

○ 教職員支援機構の果たすべき役割
・ 全国的な研修・支援のハブ機能を有する教職員支援機構において、研修受講
履歴管理システムの構築・運用に参画し、また、３つの仕組みを構築・運用し、
これらを一体的に構築・運用

◆「新たな教師の学びの姿」と教員免許更新制

１．社会的変化の速度向上と非連続化を受けた学びの在り方の変化

「新たな教師の学びの姿」を実現するための方策
を講ずることで、教員免許更新制が制度的に担保
したものは総じて代替できる状況が生じることなどか
ら、上記２．の早急に講ずべき方策と同時に、教
員免許更新制を発展的に解消し、「新たな教師
の学びの姿」を実現し、教師の専門職性の高度
化を進めていく。

教員免許更新制は、教師の学びの機会の拡大など、一定の成果は上がってきたものの、

・ 更新しなければ職務上の地位の喪失を招きかねず、自律的かつ主体的に学ぶ姿勢は発揮されにくい。

・ 10年に１度の講習は、常に最新の知識技能を学び続けていくことと整合的でない。

・ 個別最適な学びが求められる中で、共通に求められる内容を中心とする更新制とは方向性が異なっている。

・ 「現場の経験」を重視した学びは更新制の客観的な要件として位置付けることが困難である。

・ 免許状更新講習の受講は、本質的に個人的なものとならざるを得ず、組織的なものとする上で限界がある。

・ 教員育成指標や教員研修計画を策定する際に任命権者が参酌する国の指針において、時代の変化に応じて教師が身に付けるべき資質能力など基本的な視点を
明らかにすべきである。

○ 研修履歴を管理する仕組みの高度化
・ 研修受講履歴管理システムの導入

・ 都道府県教育委員会等の任命権者等との共同（共同的な研修の作成・実施等）

・ 基礎的な知識・技能を身に付けるための標準的な動画コンテンツの作成等

○ 個別最適な教師の学び、協働的な教師の学び

中央教育審議会「令和の日本型学校
教育」を担う教師の在り方特別部会

（令和３年１１月１５日）
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（独）教職員支援機構

教師教育委員会・学校管理職等

➢ 研修受講履歴管理システム（仮称）の構築・運用に参画し、
３つの仕組みを構築・運用し、これらを一体的に構築・運用

➢ 教育委員会等と質の高い研修コンテンツ（標準的な動画コン
テンツなど）を継続的・計画的に共同作成

履修証明

研
修
履
歴
を
管
理

学習コンテンツ・
研修プログラム
の開発・提供

※中教審「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方特別部会「審議まとめ」（令和３年11月15日）を基にイメージ化したもの。詳細は今後検討。

「令和の日本型学校教育」を担う新たな教師の学びの姿のイメージ

研修受講
履歴管理
システム
(仮称)

新しい姿の高度化
を支える３つの仕組み

✓ 学習コンテンツの質保証
✓ ワンストップ的に情報を集約しつつ、

適切に整理・提供するプラット
フォーム

✓ 学びの成果を可視化する
ための証明

➢ 研修機会の充実、研修内容・方法が適
時見直される仕組み

➢ 日常的なOJT、校内研修等の充実
➢ 学びの成果の可視化と組織的共有
➢ 管理職等のマネジメントの下での「協働的

な職場づくり」や主体的・自律的な研修に
向けた全校的な推進体制

➢ 必ずしも主体性を有しない教師への対応
（職務命令／人事上・指導上の措置）

➢ 学校における働き方改革の推進

研修の受講
（集合型研修／
オンライン等）

アクセス
（研修履歴
の振り返り）

学習コンテンツ
の提供

対話

➢ 教師自らの主体的な学びのマネジメント
➢ 個別最適・協働的な教師の学び
➢ 適切な目標設定と現状把握
➢ 自らの経験や他者から学ぶといった「現場

の経験」も含む学び

大学／
教職大学院

民間・教育
関係団体

文部科学省
➢ 教師の資質能力に関する指針の改正やガイドラインの策定
➢ ペーパーティーチャー等のための学習コンテンツの開発

関係者による協議や
協働を進めるための体制整備

（協議会やコンテンツ
の共同作成など）

研修の実施/受講の奨励

研修の受講・振り返り

研修プログラム
の提供
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中央教育審議会「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方特別部会

検討の方向性【概要】

Ⅰ．これまでの議論の整理

教師個人と学校組織 学校管理職に求められる役割

多様な専門性を有する質の高い
教職員集団を構成する人材の育成

新たな教師の学びについて

Ⅱ．検討の方向性

教師に求められる基礎的な資質能力と教職課程の見直し

特定分野に強みや専門性を持った教師の養成・採用

教員養成大学・学部、教職大学院の機能強化・高度化

教育委員会における大学・教職大学院との連携協働の促進

教職への志望動向に関する実態把握

教員採用選考試験の実施スケジュールの在り方

人物重視の多面的な採用選考

効果的・効率的な教員採用選考試験の実施

養成

採用

社会人等の登用促進

特別免許状制度の改善、特別非常勤講師制度の改善、教員資格認定試験の見直し等

研修

新たな教師の学びの姿の実現に向けた体制整備学校管理職（特に校長）に求められる資質能力の明確化

令和３年11月15日

「基本問題小委員会」において専門的な議論を深め、令和４年夏頃までを目途に一定の結論を得る
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1. 教員養成フラッグシップ大学の役割

⚫ 「令和の日本型学校教育」を担う教師の育成を先導し、教員養成の在り方自体の変革を牽引するため、①先導的・革新的な教員養成プログラム・教職科

目の研究・開発、②全国的な教員養成ネットワークの構築と成果の展開、③取組の検証を踏まえた教職課程に関する制度の改善への貢献等

2. 公募・指定の方法

⚫ 文部科学省が定める「令和の日本型学校教育」を担う教師の育成の重点課題に基づき公募（別紙）

⚫ 大学からの申請に基づき、教員養成部会の下に設置された教員養成フラッグシップ大学推進委員会において、①全学体制、②教育研究計画・構想、

③教員養成及び教育研究の実績、④成果等の普遍化・発信・共有等の観点から総合的に審査

⚫ 教員養成の優れた実績及び構想を有するものを文部科学大臣が教員養成フラッグシップ大学として指定

3. 制度上の特例

⚫ 文部科学大臣が指定した大学（学部段階）において、教育職員免許法施行規則に定める「教科及び教職に関する科目」の一部に代えて、大学が設

定するこれらに準ずる新たな科目を修得することによって、教員免許の取得（幼・小・中・特支一種及び高校）を可能とする【教育職員免許法施行規

則の改正】

⚫ 指定した大学の教職大学院において、告示※に定める「共通５領域」の必修単位数を弾力化するとともに、その一部に代えて、大学が設定する新たな

領域科目を修得することによって、教職修士（専門職）を取得することを可能とする

※ 専門職大学院に関し必要な事項について定める件（平成十五年三月三十一日 文部科学省告示第五十三号）

4. 新たな教職課程のモデル開発への参画

⚫ 指定大学は、文部科学省、国立教育政策研究所、教職員支援機構、有識者等からなる教員養成フラッグシップ大学推進委員会に参画、取組の効果に

関するエビデンスを提供し、専門的知見に基づくアドバイスを受ける

⚫ 指定大学は、推進委員会で行われる評価・検証への参画を通じ、 「令和の日本型学校教育」に対応した新たな教職課程のモデル開発に協力すること

5. 指定期間・成果の検証

⚫ 指定期間は５年間とし、成果を踏まえて継続を可能とする

⚫ 教員養成部会において特例対象大学の取組の成果を把握し、必要に応じ、教職課程に係る制度改正の検討に反映

６． スケジュール

⚫ 大学からの申請（令和3年8月～11月）→評価・選定（令和3年11月～令和4年2月）→指定（令和4年2月）→取組開始（令和4年4月）

教員養成フラッグシップ大学構想について
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教員養成フラッグシップ大学構想の推進体制と成果の展開イメージ

コアカリキュラム・教職課程
の見直しに貢献

中教審
「令和の日本型学校教育」を担う

教師の在り方特別部会

最先端のプログラムを複数大学で展開、全国的な
教員養成の充実・高度化に貢献

成果の普遍化による社会の新たな価値創造へ貢献

教員養成大学・学部、教職大学院の組織の再編、
大学間の連携等を促進

民間事業者 教育委員会・
学校現場等

教員養成フラッグシップ大学
（指定大学）

有識者

検討事項
• 教師に求められる資質能力の再定義
• 多様な専門性を有する質の高い教

職員集団の在り方
• 教員免許の在り方・教員免許更新

制の抜本的な見直し
• 教員養成大学・学部，教職大学院

の機能強化・高度化

大学、民間事業者、教育委員会・学校現場、文部科学省
、関係機関、有識者の協働により

「令和の日本型学校教育」を担う教員養成システムを実現

◆ 指定大学に求められる取組

◆ 成果の展開のイメージ

• 指定大学と民間事業者・関係機関等が協働
して先導的なプログラムを開発

• 優れた研究・人材育成拠点として先導的プロ
グラムを全国的に展開する仕組みを構築

• 指定大学の教職課程の大胆な見
直しや高度なカリキュラムマネジメン
トを通じ新たな教職課程のモデルを
提示

• 教育・教員組織の見直しや大学間連携など、教
員養成機能の強化・高度化に資する中長期の
組織体制整備に関する構想を作成

教員養成フラッグシップ大学
推進委員会

教師の養成・採用・研修等の在り方につ
いて、既存の在り方にとらわれることなく、

基本的なところまで遡って検討

推進委員会の具体的役割（例）
• 取組の効果検証のための共通の枠組みの提示
• 中教審特別部会における検討状況を踏まえたアドバイス
• エビデンスに基づく取組のフォローアップ・効果検証
• 指定大学の構想・取組事例・成果等

の戦略的発信

資質能力・教職課程等
の見直しの検討状況を

情報提供

先導的な取組みの効果の
エビデンスを提供

教職課程の特例により
弾力的なカリキュラム編成が可能
※教職課程単位の約４割（学部）、２割
（教職大学院）を大学独自に設定が可能
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「令和の日本型学校教育」を担う教師の育成の重点課題（公募のテーマ）のイメージ

◎各指定大学は、重点課題に含まれる要素を組合わせた独自の領域（テーマ）を設定し、優れた研究・人材育成拠点として全国的な教員養
成の高度化に貢献できる具体的な構想を提案

※求められる要件
✓ 民間事業者・他大学・関係機関等との連携により実施され、人的・資金的リソースの提供等、連携先との協力関係が明確であること
✓ 当該領域（テーマ）において求められる人材像と人材育成の具体的な目標が設定されていること
✓ 当該領域（テーマ）に関する優れた研究開発構想を有すること（新たな価値の創造、学問領域の創造・再編等）
✓ 構想を実現するための十分な教育・研究基盤があること（研究組織、教員組織、教学マネジメント組織等）
✓ 当該領域（テーマ）における優れた研究・人材育成拠点として構想の成果を全国的に展開する仕組みの構築

変化が激しく予測困難な時代に対応するための学習観・授業観の転換を担う教師の育成

フラッグシップ大学推進委員会において指定大学全体の取組をフォローアップ全大学共通の重点課題

児童生徒が自ら調整しながら粘り強く学習に取り組む過程を支援する視点に立ち、他者と協働しながら省察的実践に取り組み続けることを通じ、個別最適な学びと協働的
な学びの一体的な充実を通じた主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を先導する教師を育成すること

※指定大学に求められる取組：

◼ 「令和の日本型学校教育」を担う教師として望ましい資質・能力について、教員養成段階を通じて達成すべき目標を設定

◼ 学習観・授業観の転換を担う教師の育成のためのプログラム開発

➢ 学習者（子供）中心の授業デザイン・学習活動デザインについての理解増進、ファシリテーターとしての教師の役割についての意識向上

➢ 学習科学に基づく省察的実践（仮説設定、教育実践、省察）を通じて学び続ける教師としての意識・態度の育成

➢ 学習者（子供）中心の視点に立った教職科目体系の見直し（教科専門を含む）

➢ 教師・保護者・地域・専門家等と協働する態度や、協働できる環境を整える組織マネジメントの資質・能力の育成

➢ 学校現場における教育データサイエンスの活用やSTEAM教育を先導する人材の育成

➢ 障害のある児童生徒（ギフテッドを含む）、外国人児童生徒、不登校、経済的に困難な家庭の児童生徒等、多様な子供への理解・対応力

➢ 学部と教職大学院の一体的な教員養成カリキュラムの検討、現職教員研修（教員育成指標）との連携の在り方の検討

◼ オンライン講義の活用等により先導的プログラムを複数大学間に展開するプラットフォーム等の構築

◼ 教員養成に関わる大学教員のFD等による人材育成・能力開発目標の設定・実施

◼ 取組を通じた学生の資質・能力の習得の状況の把握、取組の効果についてのエビデンスに基づく評価の実施

◼ フラッグシップ大学推進委員会における「令和の日本型学校教育」に対応した新たな教職課程のモデル開発への協力

別紙
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これからの学校教育に求められる教員の資質・能力と教員養成

國學院大學人間開発学部初等教育学科

田村学



育成を目指す資質・能力の三つの柱

どのように社会・世界と関わり、
よりよい人生を送るか

何を理解しているか
何ができるか

知識・技能

理解していること・できる
ことをどう使うか

思考力･判断力・表現力等

学びに向かう力
人間性等

2

アクティブ・ラーニングの視点による
授業改善（授業のイノベーション）

カリキュラム・マネジメントの充実
（カリキュラムのデザイン）



主体的・対話的で深い学び

■主体的な学び

学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形成の方向性と関連付けながら、
見通しを持って粘り強く取り組み、自己の学習活動を振り返って次につなげる「主体
的な学び」が実現できているか。

■対話的な学び
子供同士の協働、教職員や地域の人との対話、先哲の考え方を手掛かりに考え
ること等を通じ、自己の考えを広げ深める「対話的な学び」が実現できているか。

■深い学び

習得・活用・探究という学びの過程の中で、各教科等の特質に応じた「見方・考え
方」を働かせながら、知識を相互に関連付けてより深く理解したり、情報を精査して
考えを形成したり、問題を見いだして解決策を考えたり、思いや考えを基に創造し
たりすることに向かう「深い学び」が実現できているか。



■カリキュラム･マネジメントの三つ側面

①各教科等の教育内容を相互の関係で捉え、学校の教
育目標を踏まえた教科横断的な視点で、その目標の達
成に必要な教育の内容を組織的に配列していくこと

②教育内容の質の向上に向けて、子供たちの姿や地域
の現状等に関する調査や各種データ等に基づき、教育
課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連のＰＤＣ
Ａサイクルを確立すること。

③教育内容と、教育活動に必要な人的・物的資源等を、
地域等の外部の資源も含めて活用しながら効果的に組
み合わせること

カリキュラム・マネジメントの充実



1 各学校の教育目標と教育課程の編成

１各学校の教育目標と教育課程の編成

教育課程の編成に当たっては，学校教育全体や各教科・科目等における指導を通 し
て育成を目指す資質・能力を踏まえつつ，各学校の教育目標を明確にする とともに，教

育課程の編成についての基本的な方針が家庭や地域とも共有されるよう努めるものとす
る。その際，第４章（総合的な探究の時間）の第２の１に基づき定められる目標との関連
を図るものとする。

2 教科等横断的な視点に立った資質・能力の育成

２ 教科等横断的な視点に立った資質・能力の育成

⑴ 各学校においては，生徒の発達の段階を考慮し，言語能力，情報活用能力（情報モ
ラルを含む。），問題発見・解決能力等の学習の基盤となる資質・能力を育成していくこと
ができるよう，各教科・科目等の特質を生かし，教科等横断的な視点から教育課程の編
成を図るものとする。

⑵ 各学校においては，生徒や学校，地域の実態及び生徒の発達の段階を考慮し，豊か
な人生の実現や災害等を乗り越えて次代の社会を形成することに向けた現代的な諸課
題に対応して求められる資質・能力を，教科等横断的な視点で育成していくことができる
よう，各学校の特色を生かした教育課程の編成を図るものとする。

学習指導要領「総則」における位置付け
第2款 教育課程の編成 （高等学校）



…共通必履修 …選択必履修

論理国語 文学国語 国語表現 古典探究

現代の国語 言語文化 英語コミュニケーションⅠ
（「聞くこと」「読むこと」「話すこと」「書くこと」の統合型）

英語コミュニケーションⅡ・Ⅲ
（「聞くこと」「読むこと」「話すこ

と」「書くこと」の統合型）

論理・表現Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ
（スピーチやプレゼンテーション、ディ

ベート、ディスカッション等） ※英語力調査の結果やＣＥＦＲの
レベル、高校生の多様な学習
ニーズへの対応なども踏まえ検
討。

理数探究

理数探究基礎

総合的な探究の
時間

総合的な探究の時間

数学Ⅲ

数学Ⅱ

数学Ⅰ

数学Ｃ

数学Ｂ

数学Ａ

科学と
人間生活

物理基礎 化学基礎 生物基礎 地学基礎

物理 化学 生物 地学

日本史探究 世界史探究地理探究

歴史総合地理総合

倫理 政治・経済

公共

情報科

情報Ⅱ

情報Ⅰ

家庭基礎 家庭総合

国語科 外国語科

理数科

数学科 理科

地理歴史科 公民科 家庭科

※ グレーの枠囲みは既存の科目

※ 実社会・実生活から自ら見出した課題を探究することを通じて、自分
のキャリア形成と関連付けながら、探究する能力を育むという在り方を
明確化する。

高等学校の教科・科目構成について



■新しい時代の教育に求められる資質・能力

〇教科横断的な視点でカリキュラムをデザインすること

〇探究など学習者中心の学びを具現すること

〇ICTなどのテクノロジーを利活用すること など

期待される教員の資質・能力



機密性2情報

■教科の専門的内容と指導法を一体的に学ぶことを可能とする
「教科及び教職に関する科目」に大括り化

教育職員免許法の改正
（平成28年11月）

教職課程コアカリキュラムの作成
（平成29年11月）

教育職員免許法施行規則の改正
（平成29年11月）

■学校現場で必要とされる知識や技能を養成課程で獲得できるよ
う、 教職課程の内容を充実。

教職課程に新たに加える内容の例

【単 位 化】 ・特別支援教育 ・外国語教育
【必修内容として明確化】 ・ICTを用いた指導法 ・道徳教育の理論 ・学校体験活動
・チーム学校への対応 ・総合的な学習の時間の指導法 ・アクティブ・ラーニングの視点に
立った授業改善 ・学校安全への対応 ・学校と地域との連携 ・キャリア教育 等

■教科や学校種によって異なる教職課程のうち、共通性の高い
「教職に関する科目」において、全大学の教職課程で共通的に
修得すべき資質能力を明確化
■教職課程の認定を行う際に確認すべき事項として活用
（平成30年の全大学の課程認定から活用）

■教科のうち、英語については特に指導法、専門科目についても作成

教職課程コアカリキュラムの例（各教科の指導法の場合）

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について（平成27年12月中央教育審議会答申）

全体目標
教科における教育目標等について理解し、学習指導要領の内容と背景となる学問とを関
連させて理解を深めるとともに、授業設計を行う方法を身に付ける。

一般目標 具体的な授業場面を想定した授業設計を行う方法を身に付ける。

到達目標

学習指導案の構成を理解し、具体的な授業を想定した授業計画と学習指導案を作成
できる。

模擬授業の実施とその振り返りを通して、授業改善の視点を身に付けている。

全大学の教職課程の審査・認定
（平成30年）

教科及び教職に関する科目
教科の専門的内容と指導法を統合した科目など意欲的な取り組みが実施可能となる

教科の指導法の例
・学習指導要領における理科の目標と内容
・板書計画や指導案の作成 ・模擬授業

教科の専門的内容の例
・物理学 ・化学
・生物学 ・地学

平成31年４月１日から、認定を受けた1,283校の大学等の合計1万9,416課程で履
修内容を充実させた教育課程の開始

✔平成28年の法改正及び平成29年の省令改正により、学校現場の状況の変化や教育を巡る環境の変化に対応するため、特別支援教育の充実や、
ＩＣＴを用いた指導法等の内容が新たに盛り込まれたところ。

✔教職課程を有する全ての大学等（1,283校）に設置される合計1万9,416課程に上記内容が盛り込まれたことを国において審査・認定し、平成31年
４月より新たな教職課程が始まった。

教員養成に関する近年の政策動向について

8



■新しい時代の教育に求められる資質・能力

〇教科横断的な視点でカリキュラムをデザインすること
資質・能力の関連イメージ、単元配列表のデザイン、現代的な諸課題の
扱い、指導計画の立案 など

〇探究など学習者中心の学びを具現すること
探究のプロセスのイメージ、学習者を支えファシリテートする指導、社会の
教育資源の利活用、指導計画の立案 など

〇ICTなどのテクノロジーを利活用すること
一人一人に応じた個別最適な学び、時間と空間を超えた学び、異なる多
様な他者との協働的な学び など

期待される教員の資質・能力



例：「知識及び技能」における教科等横断（知識）

【ネットワーク化】例：共生

知識

知識知識

社会 （自助） 

（公助） （共助） 

社会

総合 理科

（人） 

（自然） 

（昆虫） 

（植物） 

（自助） 

（公助） 

（共助） 

共生



■新しい時代の教育に求められる資質・能力

〇教科横断的な視点でカリキュラムをデザインすること
資質・能力の関連イメージ、単元配列表のデザイン、現代的な諸課題の
扱い、指導計画の立案 など

〇探究など学習者中心の学びを具現すること
探究のプロセスのイメージ、学習者を支えファシリテートする指導、社会の
教育資源の利活用、指導計画の立案 など

〇ICTなどのテクノロジーを利活用すること
一人一人に応じた個別最適な学び、時間と空間を超えた学び、異なる多
様な他者との協働的な学び など

期待される教員の資質・能力



「探究のプロセス」の充実

■課題の設定（実社会の問題状
況に関わる課題、進路や教科学
習に関わる課題などを設定）

■整理・分析（統計による
分析、思考ツール、テキスト
マイニング等で分析）

「探究のプロセス」では、各教科等で育成された資質･能力が繰り返し活用･発揮され、確かなものとして身に付いてい
く。他教科等と総合的な学習の時間とは、相互に関連しながら、実際の社会で活用できる資質･能力を育成していく。

■まとめ・表現（論文作成、プ
レゼンテーション、ポスター
セッション、提言等で発信）

■情報の収集（文献検索、ネット
検索、インタビュー、アンケート、実
験、フィールドワーク等で収集）



■新しい時代の教育に求められる資質・能力

〇教科横断的な視点でカリキュラムをデザインすること
資質・能力の関連イメージ、単元配列表のデザイン、現代的な諸課題の
扱い、指導計画の立案 など

〇探究など学習者中心の学びを具現すること
探究のプロセスのイメージ、学習者を支えファシリテートする指導、社会の
教育資源の利活用、指導計画の立案 など

〇ICTなどのテクノロジーを利活用すること
一人一人に応じた個別最適な学び、時間と空間を超えた学び、異なる多
様な他者との協働的な学び など

期待される教員の資質・能力



総合的な学習（探究）の時間では、実社会・実生活上の課題の解決に向けて、問題解決的な活動が発展的に繰り返さ
れる探究的な学習が行われる。そこでは、学校内外の多様な学びが展開され、両者は相互に作用しながら探究的な学習の
質が高まっていく。一人一人の児童が情報端末を持ち、ICTを活用することで、探究的な学習は学校から家庭、地域へと豊
かに広がっていくことが期待できる。その際、オンラインを活用することで、時間と空間を超えた新たな学びが実現される。

■家庭との接続
一人一人の課題を家庭で調査
する。収集した情報を端末で分析
し、自らの考えをまとめていく。学校
と家庭、子ども同士がオンラインで
結び付き、学びは時間と空間を超
えて大きく広がっていく。

■地域との接続
地域に広がる調査フィールドで、ICT
を活用した情報収集を行う。情報は
動画、静止画のほか、マップなどの位
置情報、数値化されるものなど多様で
多量になる。また、即座に情報をオンラ
インで集積、交流していく。

■社会教育施設との接続
公立図書館等におけるオンラインを活
用した電子書籍サービスを利用して、専
門的な情報を確実に収集する。

■専門家等との接続
オンラインを使うことで、学校では関わ
ることのできない専門家との情報収集
や交流を行う。必要に応じて国内外の
人材とつながり一人一人が新たな学び
を展開していく。

■学校内外におけるこれまでの学習活動
【アナログデータ中心】 「シートやしおりへの記述」「書籍等からの情報収集」「壁新聞や発表会等アナログ的な表現」 → 対象や場、時間の壁を超えられない。
【限られたICT環境】 「ICT端末を共同使用」「利用場所が限定的」 → データアクセスできる時間や場所の制限から結局はアナログ化。使いたい時に自由に使えない。

○○図書館

電子書籍
自宅のパソコン、タブレット
から24時間利用可能！

1 日本の民話 7
マンガでわかる
日本の歴史

2 昆虫大図鑑 8
マンガでわかる
電気のひみつ

画像出典：「ICTを活用した指導方法」 文部科学省

GIGAスクール構想におけるICT活用



■新しい時代の教育に求められる資質・能力

〇教科横断的な視点でカリキュラムをデザインすること

資質・能力の関連イメージ、単元配列表のデザイン、現代的な諸課題の扱い、指導計画の立
案 など

〇探究など学習者中心の学びを具現すること

探究のプロセスのイメージ、学習者を支えファシリテートする指導、社会の教育資源の利活用
、指導計画の立案 など

〇ICTなどのテクノロジーを利活用すること

一人一人に応じた個別最適な学び、時間と空間を超えた学び、異なる多様な他者との協働的
な学び など

期待される資質・能力と教員養成

■資質・能力を育成する指導法

〇演習を行い、実際に行うことを通して学ぶ

〇理論を理解し、行為の背景を明らかにして学ぶ

〇学校での実践と照らし合わせ、実現に向けて学ぶ

■資質・能力を育成していく方策

〇資質・能力の育成に向けた内容と方法の明確化

〇育成に向けたオフラインによる指導者の確保と教材の整備

〇育成のためのオンラインによる教材等の整備、配信、活用
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「ドスルコスル」
「高校講座」

NHK

「未来の学びコンソーシアム」
文科省・総務省・経産省

「STEAM ライブラリー」
経産省

「独立行政法人教職員支援機構」
NITS



学びの探究化・STEAM化 WGにおける教員養成に関わる課題

第2回WG事務局資料より

教員養成の原則

「大学における教員養成」「開放制の教員養成」
→幅広い視野と高度の専門的知識・技能を兼
ね備えた多様な人材を広く教育界に求める

↓
「総合的な学習の時間」の創設

⇨「総合演習」の設置（H10/1998)
↓

教員として必要な資質・能力を確実に身につ
けさせる「教職実践演習」「教職大学院」
「免許更新制」（H18/2006)

↓
学び続ける教師像の確立（H24/2012）

↓
学校インターンシップ・総合的な学習の時間
の指導法・教職課程コアカリ（H29/2017)

↓
「情報通信技術を活用した教育の理論及び方
法」（１単位必修）・情報機器の操作とデー

タサイエンスの選択履修（R3/2021)
↓

教職課程の質保証ガイドライン（R4/2022)

高等教育改革の動向
「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」（H30/2018）
・変化を受容し、ジレンマを克服しつつ、更に新しい価値を創造
しながら、様々な分野で多様性を持って活躍する人材の育成
・学修者本位の教育・単位の実質化・学習成果の可視化

教員養成
の専門職
としての
高度化

学修者本
位・単位
の実質化

探究を支える教員の
・経験

・マインド
・スキル

×安直な単位増・必修化



探究を支える教員の経験・マインド・スキルを育てる課題・方向・例

探究経験をいかす仕組づくり

・演習・卒業研究等、本来多
様な探究に従事する機会があ
る→（特に開放制では）教員
養成と切り離されている

↓
・専門分野／学際的な探究経
験を教員としてのキャリア形
成にいかす仕組み

↓
例：学科のカリキュラムポリ
シーにおいて専門性を教職に
どういかすのかを明記

探究マインドを培う機会創出

・児童生徒とともに学ぶ意識
と指導者意識の二項対立
・教科の専門性と社会に開か
れた学びの二項対立

↓
・教育実習とは別に児童生徒
の学習過程そのものに寄り添
う機会の充実

↓
例：児童生徒の探究の伴走を
軸としたインターンシップ・
地域探究のボランティア

探究スキルを高める内容充実

・初年次教育のアカデミック
スキルと教員養成の断絶
・情報機器の操作科目では情
報活用能力の育成は学べない

↓
・探究の指導を学ぶ際にアカ
デミックスキル／情報活用能
力の育成を考察する経験

↓
例：総合の指導法／ICT科目で
探究シミュレーションと横断
的・基盤的スキルの役割理解











A B C D E F G H I J L M 合計

机間巡視 9 3 8 8 7 6 4 7 1 6 8 7 74

個別支援 9 3 8 1 5 5 6 6 5 6 8 7 69

ふれあい 8 5 6 4 2 1 1 0 0 0 8 0 35

飛び出し対応 9 3 8 2 2 0 1 0 0 0 0 0 25

担任補助 0 1 8 0 3 0 2 1 4 0 0 0 19

運営補助 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 1 8

アドバイス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 0 8

児童付き添い 3 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 6

保健室 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 2

合計 38 15 38 16 19 13 15 14 12 12 39 15 246



1

第三回学びの探究化・STEAM化WG
「学校」と「企業」と「大学(研究所)」の接続について

Teach For Japan
代表理事 中原健聡

2022/01/21



内閣府CSTI「教育・人材育成WG」での議論

Source:内閣府CSTI「教育・人材育成WG」（2021年10月27日）「財源」の確保・再配分について

議論の前提
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教育DXを実現する学校組織とは

⽂房具
（ プラット

フォーム）

Goog le W orkspace （ この中学はこれを使⽤） Microsoft O365 （ 進学したい⾼校はこれを使⽤）

居場所はあちこち。１ ⼈N台デジタル機器。転校・進学してもデータ互換性がある学習プラットフォームが⼟台に。

スケジュール
午前２ コマ（ ⾃習）
午後１ コマ（ 協働）

週3⽇は学校
週2⽇は⾃宅と図書館

半年は「旅する学校」
半年は「在籍校」 • • •

居場所 図書館 教室 ⾃宅
近くの
企業

「旅する学校」

提携校

近くの
農場や漁
場

近くの⼤
学のラボ

オルタナティブ
スクール

パソコン スマホ ノートとペン

Ed Tech
教材(例)

デジタル教科書AQubena

すらら STEAMライブラリ

Life is Tech  

Lesson

スタディサプリ

葉⼀さんYouTube

「学習指導要領コード」「単元コード」が全てのEd Techに振られ、探究と教科も紐付き「いいとこ取りの組合せ」の学習計画に

学習管理
システム( LM S)

C社のLMS （ 個⼈の学習計画・学習ログ） D社のLMS（ 個⼈の学習計画・学習ログ）

STEAMでホンモノ

な探究課題(例)
アスリートの科学 美味い料理の科学 コロナウイルスと現象数理 校則と法律と憲法ハマるゲーム作り

指導者
・⽀援者

理科・STEAM
F先⽣

キャリア
J先⽣

プログラミングHさ
ん

数学・STEAM
Eさん

⽣命科学
G先⽣

メディア報道
Dさん

⼦ども政策
I先⽣

⼤学⽣TA
Lさん

I T企業経営
Nさん

• • •NPO経営
Mさん

教職員定数と予算、教員免許制度、⼤学の教職課程も変わり、多様な職能の⼤量の指導者・⽀援者の「組合せ」に

5 0分刻みの時間割、標準授業時数、通信制・定時制・全⽇制区分など学校教育法令も変わり、「時間の有効活⽤」が進む

EdTechや専⾨家を頼れるってホント助かる

なあ。⽣徒⼀⼈ひとりの主体性も増してるし、

努⼒と強み弱みもよくわかる。なによりボク⾃

⾝に余裕ができて、⽣徒に個別に向き合いや
すくなるよね。

⾃分に合った教材、⾃分に合ったスケ

ジュール、好きなコーチ、居場所も選べてい

いな。近所や学校の中だけじゃなくて、オン

ラインの探究活動で新しい友達に出会える
と世界も広がるよ。

「未来の教室」の基本設計（ アーキテクチャー）
【オープン型・⽔平分業型のレイヤー構造】

〜中３ のAさんと担任のC先⽣の選んだ「組合せ」とデータ連携〜

居場

所

⽂房具

学習管理の⽅法

探究テーマ

教材

指導者・⽀援者

スケジュール

「今の学校」のシゴトの構造
【クローズド型・垂直統合型】

Aさん（ 中３ ） C先⽣（ 担任）

atam a
+

Eton X

デジタル教科書B

タブレットPC

NHKオンデマンド DMM英会話

45分・50分刻みの
時間割

DX

学校設置基準で規格化された校
舎内の、四⾓い教室の決められた

指定された席に、静かに座る。
常に集団⾏動が前提。

ノートと鉛筆、ペンすら禁⽌、「スマ
ホで検索」は論外。

年間指導計画・授業の指導案

「⼦どもらしい」探究課題だけ。タテ
割りの教科をヨコに編む知的経験

は滅多にない。

教科書と教科書準拠の副教材。

新卒から教師⼀筋の「同じ職能」
の先⽣がほとんど。職員室に多様

性がない。
⽣徒は先⽣を選べない。

45分/50分刻み・⼀⻫⼀律・⼤量
⽣産型の「時間割」。⽣徒は「時間

の使い⽅」を学べない。

• • •

• • •

投資家
Pさん

付箋

担任
C先⽣

建設会社

Oさん
メンタル
K先⽣

Source:産業構造審議会 教育イノベーション小委員会学びの自律化・個別最適化WG2021年10月１日（第2回WG）



4
Source:総合科学技術・イノベーション会議教育・人材育成ワーキング・グループ（第３回）２０２１/１０/２７

教育DXを実現する学校組織とは
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年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

新規入
職者数 11 12 13 12 9 7 2 39 54

合計 11 23 36 48 57 64 66 103 157

臨時免許を活用したフェローシップ・プログラム
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現在の学校組織

役割 免許・資格 補足

教師

・普通免許状

専修免許状
前期博士課程を終了したことを基礎資格とする免許状

一種免許状
大学を卒業したことを基礎資格とする免許状

二種免許状(小・中・特)

短期大学を卒業したことを基礎資格とする免許状

＊独立行政法人教職員支援機構が実施する教員資格認定試験に合格した
場合、小二種、特支自立一種の免許を取得可能

・特別免許状(有効期限10年)
任用しようとする者（都道府県・政令指定都市教育委員会、学校法人等）の推
薦と都道府県教育委員会が行う教育職員検定による取得

・臨時免許(有効期限3年だが6年に延長可)

助教諭
都道府県教育委員会が行う教育職員検定による取得

特別非常勤講師 必要無し

支援員 必要無し
教員業務支援員、ICT支援員、学習支援員、GIGAスクールサポータ、特別支援
教育支援員等

コーディネーター 必要無し 地域コーディネーター、探究学習コーディネーター等

スクール
ソーシャルワーカー

＊推奨資格
社会福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士

スクールカウンセラー

＊推奨資格
メンタル心理カウンセラー資格
チャイルドカウンセラー資格
不登校訪問支援カウンセラー資格

学校事務員 必要無し
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各免許等の現状
国 都道府県 市区町村 課題

特別免許状

教員免許状を持っていな
いが優れた知識経験等を
有する社会人を、教員とし
て迎え入れることにより、
学校教育の多様化への対
応や、その活性化を図るた
め、授与することができる
免許状。

高校における看護など、他
の資格等で明確に専門性
を確認できないと運用し難
い。常勤の雇用が前提の
ため、教員採用試験の中
で社会人特別選考枠での
運用が多く、柔軟な入職の
運用はない。

管轄学校で活用したくても、
免許発行が都道府県教育
委員会のため、発行されな
いことが多い。
特別免許状は、特定の教
科のみに対応するため、
学級担任制の小学校では
馴染まない。小学校は学
級担任ができる人材が欲
しい。

小中学校は市区町村の教
育委員会の管轄だが、免
許を発行できるのが都道
府県教育委員会と、活用し
たい校種を管轄する教育
委員会に免許を発行する
権限がない。発行した都道
府県でしか活用できず、働
ける場所に限りがある。

臨時免許状

普通免許状を有する者を
採用できない場合に限り
授与する免許状。

普通免許状を有する者を
採用できない場合に限り
授与するものであり、外部
人材の活用のためのもの
ではないと認識。

人材不足の解消に藁にで
もすがる思いだが、都道府
県からは免許を持った人
材を探すように言われてお
り、産休代替を含む欠員へ
の対応に管理職や主任は
追われる。

過去、教員採用試験の倍
率が高く、講師プールも潤
沢だったときに「臨免は普
通免許状を有する者を採
用できない場合に限り授
与する」としたものが、現状
が変わったのにも関わらず
運用のあり方に変化が無
い。

特別非常勤講師

学校教育の多様化への対
応やその活性化を図ること
を目的として、教員免許状
を有しない地域の人材や
多様な専門分野の社会人
を、教科の領域の一部を
担任する非常勤講師とし
て学校に迎え入れるため
の制度。

届出制のため各学校毎の
判断で運用可能。

外国語等の運用が多いが、
特別非常勤講師制度を活
用せず、教員とのティーム
ティーチングで学校現場に
参画しているケースも多い。

ティームティーチングで賄
える部分も多く、届出を出
す必要を感じられない。ま
た、１コマ当たりの報酬額
が高くないため、兼業・副
業等による外部人材活用
に有効な政策だという認識
はない。
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特別免許に関する調査

令和３年６月閣議決定の「規制改革実施計画」において、特別免許状制度についての利用促進等に係る方針が
示されたことから、文部科学省総合教育政策局教育人材政策課免許係から各都道府県教育委員会の教員免許事
務御担当者に、特別免許状の授与基準等運用の現状について調査が行われている。

調査項目例
１年間の教育職員検定受付回数
１年間の教育職員検定実施回数
教育職員検定の実施時期
令和２年度の教育職員検定受験者数
令和２年度の教育職員検定合格者数
教育職員検定の結果をHP等で公表の有無
検定に不合格だった場合、理由を説明することになっているか
特別免許状の授与基準を定めているか
授与の基準は、文部科学省が示た「特別免許状の授与に係る教育職員検定等に関する指針」を踏まえたものか
授与の基準について、誰でも確認ができるようにHPで公表しているか
申請者からの相談時点において、申請者の持つ専門性と教科区分が一致していないことが原因で断ったケース
はあるか
特定の教科や科目のみ特別免許状を授与する、といった限定的な運用をしているか
都道府県が自ら推薦状を発行し、学校教育の充実を図るため特別免許状を授与した事例はあるか
都道府県において、今後特別免許状の授与に関する計画があるか
特別免許状についての意見



免許に関する規制改革等の提案

・臨時免許や特別免許の発行権限を市区町村の教育委員会にも与える。もしくは、国も発行する。
市区町村教育委員会が多様な人材の活用に前向きになっても、臨時免許や特別免許を発行できるの
は都道府県教育員会である。ほとんどの都道府県教育委員会は、免許を持っていない人材に対して、
臨時免許や特別免許を発行する姿勢が消極的。また、市区町村が臨時免許等の発行ができる場合に、
その人件費の支出を市費だけでなく、県費で補えるようにする必要がある。

・小学校においての特別免許の適応範囲を全教科対象にする。また、適応都道府県の制限撤廃。
現行の特別免許は特定の教科にしか発行されず、学級担任制の小学校では運用しにくい。小学校に
おいて、特別免許の適応範囲は全教科にして学級担任もできる仕組みにしないと活用は進まない。ま
た、特別免許は発行した都道府県内でしか活用できず、有効期限内に転居が発生した場合に再度取
得する必要がある。

・柔軟に活用できる免許状の授与等ができる機関の認定。
認定試験のような形ではなく、リカレントやリスキリングのように、ある一定の期間研修を受講し、修了
を認定することで、クオリティコントロールを行う。民間からの入職に特化した育成機関による新たな入
職ルートで、学校現場の質と量の課題解決を目指す。

・地方公務員の副業兼業開放
現在は企業から学校現場の教職員としてフルタイムで参加する場合は退職する必要がある。そこで、
期限付き講師（常勤講師）は企業に籍があるまま学校で常勤として入職できるようにする。



免許に関する規制改革等の提案

・柔軟に活用できる免許状の授与等ができる機関の認定。
認定試験のような形ではなく、リカレントやリスキリングのように、ある一定の期間研修を受講し、修了
を認定することで、クオリティコントロールを行う。民間からの入職に特化した育成機関による新たな入
職ルートで、学校現場の質と量の課題解決を目指す。

オランダの政策例
zij-instromer制度（社会人登用制度）

教室で実践をしながら、講義で理論を学び、2年間で教員免許を取得することができる制度。

対象者：教育外の仕事から教員を目指す人。教員で他校種・他教科の資格を目指す人。

2年間の免許取得までの過程（学校に入ってからの2年間）

①適性検査への合格

②授業を行い学校内の指導者と学校外の指導者から教員養成を受ける

③学士号や修士号とは異なる能力試験



免許に関する規制改革等の提案

オランダ初等教育評議会の報告前文

zij-instromerは、学校チームに多様性をもたらします。彼らは新しい知識やスキルを持ってきて、教育

の質に貢献します。ただ、彼らがクラスで自立するのは、ビジネスの場で仕事をすることとは異なります。

だからこそ、学校での良い学習環境が大切なのです。zij-instromerにとっての良い指導は、学校と教

員養成コースのどちらもが責任を共有します。

zij-instromerの割合は2015から2019年で16%→26%に増加
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出典：TEACHER CREDENTIALS AND STUDENT ACHIEVEMENT IN HIGH SCHOOL: A CROSS-SUBJECT 

ANALYSIS WITH STUDENT FIXED EFFECTS(2007)Charles T. Clotfelter Helen F. Ladd Jacob L. Vigdor

✓ 下の表は教師の資格や経験年数が生徒の成績に与える影響を研究した内容である。入職後から5年ほどでピー
クを迎え、その後横ばいで、27年以上の経験になると影響が落ちる。重要な点は教師が「定型的熟達」か「適応
的熟達」の違いである。自分の体験から授業設計する定型的熟達者ではなく、人は如何に学ぶのかの観点で体
験を昇華し、学習設計できる適応的熟達者を育成する観点で、教師の継続的な成長を支援する必要がある。

✓ Lateral entryは民間からの参画を指し、2年間現場にいながら認可を受けている機関で研修を受け、3年目以降
に延長できるライセンスが発行される。また、セカンドキャリアティチャー(SCT)の研究では、強い動機付けと、過
去の職務上の成功が教職への移行に上手く作用せず、ファーストキャリアティーチャーよりも離職率が高い傾向
がある。

ノースカロライナ州の公立高校における研究
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英国の学校改革例
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英国の学校改革例
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英国の学校改革例
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英国の学校改革例

学校 児童生徒数 教諭
その他の
スタッフ

教諭一人当たり
の児童生徒数

Maryland

Primary School
520 22 78 23

Sandringham 

Primary School

特別支援児童も常学級で学ぶ。
移民の親を持つ子どもが多く、イ
ングランドの中でも経済的貧困
家庭が多い。

991 55 114 18

St. Stephen’s 

Primary School

出生率が高く、人口密度が高い。
移民の親を持つ子どもが多く、イ
ングランドの中でも経済的貧困
家庭が多い。

630 35 90以上 18

Kingsford 

Community School

60以上の言語。生徒の70%以
上が社会的・経済的問題に直面。
労働級の家庭や少数民族の子
どもが主に在籍。

1503 112 相当数 13

・教員免許の位置付けが、児童生徒の「履修・習得」に必須なものでない場合に、リソース
の再分配により、教員以外の人材確保が推進するのではないか。学校を評価する項目の中で、
教育の質を教員免許に依存しない形で設計するのが良いのではないか。
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学校へ参画する資格だけではなく、プロセスの整備

✓ 企業人の持つ専門能力を有効活用する意味でも、学校現場に社員をGIGA
スクールサ ポーター、ICT支援員として派遣し、 ICT、EdTechを学校に迅速
に取り入れるなど、様々な側面から学校教育をサポートすると言われている
が、学校現場におけるICT、EdTechを何のための手段として導入するのか、
各業務の特性を理解していない場合が多く、学校現場に外部人材が来ても
コミュニケーションコストがかかる新たな負担でしかない現状が散見される。

✓ 小中高校におけるキャリア教育、インターンシップ、PBL、STEAM教育、探
究学習に積極的に協力できるのではないかという外部の期待はあるが、単
元計画と企業のリソースのマッチング、カリキュラム開発・調整など学校現
場や自治体が担う負担は大きい。企業は教える内容の知識(Content 
knowledge)において専門性があると思っているが、教えるのに必要な知識
(Pedagogical knowledge)と組み合わせたPedagogical Content Knowledge 
(PCK)が欠けているため、学習者とのスキーマの違いを埋めれず、学習者
中心の発想になっていない。

重要な観点



株式会社リバネス
代表取締役副社長 CTO 井上浄

2022年1月21日（金）

教育活動を推進する企業のインセンティブ創出



産業界における次世代教育の重要性

ある産業の創出から確立までには、基礎研究から量産まで数年〜何十年の時間を要する場合が多い。そのため、その産業を
将来的に担う人材は、現在初等中等教育を受けている次世代である。しかしながら、現在の教育現場では、初等中等教育課
程で学ぶ内容に新産業のコア技術や考え方が導入されることが少なく、また時期も遅いため、人材育成の観点で国際的な競
争力を保つことが困難である。

基礎研究 技術革新
スモールスケール
での社会実装

新産業創出

次世代教育
次世代が事業創出
・産業発展を担う

基礎研究 技術革新
スモールスケール
での社会実装

新産業創出

次世代の担い手に企業最先端の文化・考え方を伝え、
事業開発と平行して初等中等教育へ浸透させることが必要

次世代教育
次世代が事業創出
・産業発展を担う

産業確立にかかる年月 産業確立にかかる年月

☓ ☓

産業界と教育界が
分断されている

シームレスな接続

共有内容の多様化
接続時期の早期化

※新産業構造ビジョン（経産省）にも教育の重要性は謳われているものの高等教育が主 2

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shinsangyo_kozo/pdf/017_05_00.pdf


産業界の変化に必要な一手とは？

指導要領改定とともに学校変革の時期に突入

※文部科学省HPより抜粋 https://manabi-mirai.mext.go.jp/torikumi/chiiki-gakko/syakaini-hirakareta.html

教育業界の変革と同時に

産業界からのアプローチにも
変革が必要

しかし、事業領域とのシナジーが
短〜中期的に見えづらい教育界への

産業界が介入する方法やメリットが
不明確

3

https://manabi-mirai.mext.go.jp/torikumi/chiiki-gakko/syakaini-hirakareta.html


ESG投資の流れ -非財務指標の重要性-
企業価値の判断基準として中長期的視点である非財務の重要性が高まる

※BUSINESS INSIDERサイトより 2021年2月17日付
https://www.businessinsider.jp/post-229737

※SUSTAINABLE BRANDサイトより 2020年7月23日付
https://www.sustainablebrands.jp/news/os/detail/1197407_1531.html

4

https://www.businessinsider.jp/post-229737
https://www.sustainablebrands.jp/news/os/detail/1197407_1531.html


産業界における教育活動の価値の現状と本質（非財務的価値）

企業価値において非財務指標が評価されるが、
事業領域との関係性上、教育活動がその評価軸
に入っていない。一方で、本質的には教育活動
こそ、企業の未来価値向上に資する。

非財務指標として市場からの評価軸に
反映する必要がある

1. 銘柄選定

2. コーポレートガバナンス・コード

※各銘柄のwebページ（経産省内）よりロゴを抜粋 5

-現状の企業教育活動における社内価値- 本質的価値の設計

CSR
社会貢献

経営企画
ブラン
ディング

広報
マーケ

ティング

人材育成

今後、世の中に与えたいイン
パクトを教育活動を通して社
会に広めることができる。

活動に関わった社員は、

ビジョンを深く理解し腹落ち
させることが可能。

CSRや社会貢献活動の柱とな
る活動である。

経営企画、広報マーケ、人材
開発の効果も期待できるため、
様々な部署を巻き込むことが
可能。

各社のビジョンや強みを子ど
もにわかりやすく伝えること
は、社員の成長につながる。

自社や自分を見つめ直す良い
機会となり、エンゲージメン
ト向上へ寄与する。

未来のお客様である子どもた
ちが今、何を考えているのか
を直接知ることができる。

子どもとの研究開発活動やそ
の成果は新規性があり、情報
発信、メディア掲載が可能。



実施具体案の提示

基本原則第2章『株主以外のステークホルダーとの適
切な協働』に「次世代との対話」を追加

案【原則2-7（新設）次世代との対話】

上場会社は、中長期的な事業展開を見据えた際に、未

来社会の担い手である次世代と共に学び成長しうる、

との認識に立ち、未来を担う次世代との積極的な対話

の機会の創出を推進すべきである。

2. コーポレートガバナンス・コード1. 次世代投資銘柄

全社での
教育活動
の推進

一部リソースの
提供による教育
活動への関与

教育へのコミットメントの度合い
によって３つの層に分類

アンケートによる分析と銘柄選定
及び表彰によって評価する仕組み

公教育への資金投入

評価項目
・方法/手段/内容
・継続性/持続性
・教育界への最適化
・自社事業への還元

選定基準案

将来的にはISOなどの国際規格への押し上げを推進

6



企業の次世代教育の評価の仕組み

経産省 文科省

内閣府

教育機関

生徒

保護者

教育委員会

学びの場
の提供

銘柄認定

企業B

企業C

企業D

認定委員会

取引先

企業E

…

信頼

市場
評価

企業A

投資家
企業
・未来投資（仲間集め）
・社内の人材育成（学びの場の提供）
・市場/取引先からの評価

文科省（教育委員会）
・教育の質向上/魅力化
・教育システムの進化

内閣府
・国の持続的な発展
・諸外国から評価を受ける
教育エコシステムの構築

経産省・財務省
・民間企業の価値向上及び価値創出
・社会全体の活性化

各ステークホルダーが
享受する価値

希望する教育を
行う企業の選定

7

財務省



Co-Education ＆ Co-Incubation

非財務指標で描く、社会と学校の関係

目的：「子どもと一緒に学び続ける社会をつくる」ことを推進する企業の価値向上

社会からの様々なリソースの流入による
真に開かれた教育課程の実現

＝社会と学校のCo-Incubationによる
日本社会全体の活性化

学校 企業

未来像

8

学校という場を起点に様々な
ステークホルダーが共に学び、育つ



次なる一手：産業界による教育参入の動向および意識調査

-実施内容（案）-
各社の教育プログラムの実施内容、実施体制、社内での位置づけ/評価について、アンケートならびにヒアリング調査を行い、
持続可能な教育活動に資する支援内容を検討・提言としてまとめる。とくに優れた教育プログラムを実施している企業を評価

する制度も合わせて検討する。

-過去の実績例１-

平成26-27年度に国立教育政策研究所にて行われた、
「多様なパートナーシップによるイノベーティブな生涯学習環
境の基盤形成の研究」の企業調査及び調査結果の分析に協力

➢ 教育活動を実施しているが、明確な社内評価基準がない
企業が2/3を占める

➢ 継続活動に際し、特に社内的意義、社外的意義が必要

※調査報告書は2016年3月時点

-過去の実績例２-

2012年から、教育活動に関わる企業の活動を讃える場として
教育CSR大賞（2015年〜教育応援グランプリへ改名）を設置。
2018年までの6年間に毎年20社を超える企業がエントリー。

92018年教育応援グランプリ 表彰式 経産省浅野氏を審査員へ迎えた

https://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/pdf06/160622_kigyou.pdf


企業社員と協働して次世代研究者の育成と、新たな事業領域
の開拓につながるテーマ創出を実施。若手研究者の新たなキ
ャリア形成方法として構築。

実施例：株式会社池田理化
https://www.ikedarika.co.jp/corporate/90th/bridgefellowhip/

研究コーチとブリッジフェロー制度
リバネスでは、自社事業の中で次世代への教育活動を通し、即戦力となる理系人材の養成を、実感。人材育成プロジェクト
として推進し、独自に大学生/院生と中高生の育成の両輪を回してきた。

学校-大学-企業連携

ブリッジフェロー制度

10

大学教員、大学院生等を中心とした研究コーチが、研究に向
かう姿勢や専門知識、研究がひらく未来などを次世代に伝え
ることで、中高生の研究活動を支援する仕組み。

大学院生
若手研究者

小学生
中学生
高校生

本物と
学ぶ

伝えて
学ぶ

研究コーチ

取組例：N高校研究部を設立し独自実施

https://www.ikedarika.co.jp/corporate/90th/bridgefellowhip/


キャッスル研究費◯◯賞
@◯◯高校

企業教育活動の一例：サイエンスキャッスル研究費

研究費だけでなく、研究マインド、研究計画の立て方、実験方法、マネジメントのやり方などもハンズオンでサポートする中

高生向け研究助成制度。企業の現役研究者とリバネスがタッグを組んだ超実践的な教育活動を通じて、次世代の研究者・技術

者を育成し、同時に企業のコアなファンを育てることが可能。また、子どもとのコミュニケーションの中で、発想や学ぶ姿勢

などおとな側が学ぶ「共育」を実現。

研究開発したい
中高生を全国から募集

研究費助成校
を決定

研究開発サポート実施
成果発表会
＠サイエンス
キャッスル

発見・発明を全世
界へ発信社会実装
を目指す

大学 企業

海洋をテーマに独自実施
（日本財団）

研究活動動画配信
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学校-大学-自治体連携

地域の課題解決や自分の夢実現に向けた企画立案・実践活動を通
して、高い創造意欲を持ち、リスクに対して挑戦できる力、アン
トレプレナーシップ（起業家精神）を養成する。

IBARAKIドリームパス

産業創出の文脈の一環で滋賀県内の中学校・高等学校より、研究
テーマを募集し、優れた研究計画のチームに研究助成金の提供及
び研究サポートを実施する。研究活動を推進することにより、科
学への興味を喚起して次世代の起業人材候補として育成する。

滋賀ジュニアリサーチグラント

★5年間でのべ30件を採択、支援

★地元大学のみならず、企業も
研究コーチを派遣

自治体が次世代産業創出の文脈にて、大学も巻き込み、次世代教育を推進することで、若手研究者と次世代育成を推進

12



Appendix



体験・研究 発信

日本初、エンジニアリングプログラムを独自開発
3つのテーマでエンジニアリングプログラムを開発し、本社
と工場がある2拠点で実施。生徒は8ヶ月かけて課題に挑戦
する。実際に日鉄エンジニアリング内で取り組んで
いる課題を採用し、該当部署の技術者がアドバイザーとして
生徒を支援する。
・浮体式洋上風力発電プラントの設計・製作
・2030年冬季五輪競技場の設計・建設
・パソコンを工場に見立てた廃熱回収・利用

コンテストの実施
生徒が製作した
実機を、専門家
が多角的に評価

学会サイエンスキャッスル
にて研究開発発表

事例１：日鉄エンジニアリング株式会社
CSR
社会貢献

経営企画
ブラン
ディング

広報
マーケ

ティング

人材育成

サステナビリティ推進室

洋上風力発電・廃熱利用・耐荷重構造設計をテーマとした
開発プログラム「情熱先端Mission-E」
https://www.eng.nipponsteel.com/csr/socialcontribution/mission-e.html

エンジニアリング教育による中長期的な人材育成

概要

担当部署

プロジェク
トの狙い

https://www.eng.nipponsteel.com/csr/socialcontribution/mission-e.html


小学校向けに時計をテーマにした
「時を学び、知り、作る」出前実験教室の実施
https://www.seiko.co.jp/csr/society/community/school/

体験・研究 発信

「時計」をテーマに、小学校の授業と連携した社員と学ぶ出前授業
授業は
・時計の進化の歴史を伝える講義
・正確な時間を計る実験
・自分たちで考案するオリジナル時計づくり
・時計職人のすごさを実感するワーク
などで構成されています。
生徒たちは､3人から5人の班に分かれて授業を聞き、
ワークに取り組みます。

Webページ

事例２：セイコーホールディングス株式会社
CSR
社会貢献

経営企画
ブラン
ディング

広報
マーケ

ティング

人材育成

コーポレートブランディング部

時計ファンの獲得、ものづくりの大切さを伝える

概要

担当部署

プロジェク
トの狙い

公式Webページより抜粋

https://www.seiko.co.jp/csr/society/community/school/


体験・研究 発信

社員研修の実施
「研究会」として工場の社員がチームを組んで、
自社の技術を中学生向けにわかりやすく伝える
プログラムを開発。自社のコア技術チームビルディング、
プレゼンテーション、コミュニケーション技術を習得。

出前実験教室の実施
地元の中学校に「モーター」をテーマにした
出前実験教室を実施

Webページ

事例３：オリエンタルモーター株式会社

広報室

工場の周辺の中学校にて、若手の社員が数ヶ月かけて自社のモ
ーターのプログラムを開発し、出前実験教室を実施
https://www.orientalmotor.co.jp/company/news/20190318/01/

社員育成、地域貢献

概要

担当部署

プロジェク
トの狙い

CSR
社会貢献

経営企画
ブラン
ディング

広報
マーケ

ティング

人材育成

公式Webページより抜粋

https://www.orientalmotor.co.jp/company/news/20190318/01/


超強力小麦「ゆめちから」の種苗配布、栽培研究プログラム

http://www.yumechikara.com/

体験・研究 発信

国産小麦「ゆめちから」を使った
栽培研究プログラム
毎年、規定のプランターを用い、施肥計画を自ら立案
し栽培研究をする「課題研究校」と、各校の自由な発
想で栽培する「自由研究校」を募集。2012年にスター
トしてから、10年間で43の都道府県からのべ307校が
参加。

特設Webサイトにて情報発信
「ゆめちから」販売サイトともリンク、
マーケティングに活用。

・学会サイエンスキャッスルにて
研究発表
・高校生バイオサミットにて
最優秀賞・農学部志望者輩出

事例４：敷島製パン株式会社
CSR
社会貢献

経営企画
ブラン
ディング

広報
マーケ

ティング

人材育成

営業DX推進部 デジタルコミュニケーショングループ

・食料自給率について考える機会の提供
・多地域での国産小麦の栽培条件検討

概要

担当部署

プロジェク
トの狙い

http://www.yumechikara.com/


工場周辺の出前実験教室・中学技術科向け教材開発
中高生向け研究費の助成と月1回の社員によるメンタリング

人々に役立つ技術を開発する次世代のものづくり人材
『創造開発型人財』の育成

体験・研究 発信

THK共育プロジェクト
①中学校の技術科を対象に「対話的かつ
協働的な課題解決をする実体験を通じて
困難に挑戦する意欲と態度を養う」
ことを目指した出前実験教室や教材開発
②主力製品であるLMガイド等を活用して
課題解決を行う中高生のものづくりを
毎年10チーム資金や技術面で支援をする。

学会サイエンスキャッスル
にて研究助成の成果の
発表会を実施

自社のアニュアルレポート
や株主総会で紹介

産業機器統括本部技術本部

概要

担当部署

事例５：THK株式会社

プロジェク
トの狙い

CSR
社会貢献

経営企画
ブラン
ディング

広報
マーケ

ティング

人材育成

研究助成により生徒が開発した、ペンギン型の自動給仕
ロボット（左）と、自動で追尾するナスミス望遠鏡（右）



現存銘柄の分析

目的 国民の健康寿命の延伸 DXによる新たな成長・競争力強化 女性のさらなる活躍推進を促す

背景 少子高齢化が進み、従業員への負担
が高まったことを受け、働き手の健
康を維持することが重要視されるよ
うになった

デジタル技術による既存のビジネス
モデルや産業構造の変革が重要視さ
れるようになった

企業の女性活躍をはじめとしたダイ
バーシティ経営状況が投資判断の上
で一層重要視されている

評価基準 ①経営理念・方針
②組織・体制
③制度・施策実行
④評価・改善
⑤法令遵守・リスクマネジメント

①経営理念
②戦略（組織/人材/風土/環境整備）
③情報発信・コミットメント、リス
ク対応
④既存ビジネスモデルの深化

⑤業態変革・新規ビジネスモデルの
創出

①経営戦略への組み込み
②推進体制の構築
③ガバナンス改革
④全社的な環境・ルールの整備
⑤管理職の行動・意識改革
⑥従業員の行動・意識改革



❖ 社内で明示できるメリット/評価の設計

1. CSR・社会貢献活動
2. 人材育成・エンゲージメント向上
3. 経営企画・ブランデイング
4. 広報・マーケティング
5. 社外からの評価が明確

銘柄認定企業ならびにコーポレートガバナンス・コード遵守企
業へのインセンティブ設計

❖ 社外から受けるメリット/評価の設計

1. ESG関連指数としての公表
2. 法人税減税
3. 教育投資にかかる費用の補助
4. 市場からの評価

社外からの評価が社内で推進するインセンティブとなりうる。具体的な事例を増やしていく

ことで、今後ESGのように、企業が無視できない視点へと押し上げていくべきである。



論点①および②：教育者側の人材育成と流動性について



ラーニングクリエイターの育成（未来の教室2020年度実証事業）

実施内容 理想像

学校内の取組と外部連携等を通して、豊かな学びを創出するための
教員の学びを研究会型の研修プログラムと具体的な授業実践によって、
”学びを創る人材”を育成した

これから（after）

・個別最適な学び

・自分が受けたこともない答えのない学びを創る
（TeacherからMentor、Facilitator、Coachへ）

今まで（Bofore）

・画一的な教育
・教科書の学び、自分が受けてきた学びを踏襲

背景

※未来の教室2020年度実証事業にて実施

https://www.learning-innovation.go.jp/verify/e0104/


外部人材が週1コマ〜でも
学校教育に携わることが可能

-問題点-
・授業責任者が別途必要であるため、管理コストが学校側に
発生（＝外部人材活用が教員の多忙化につながる）

・学校と外部人材の接点が少ないのが実情

免許状有無ではなく、教育実績のログによる外部人材流入促進

-免許状制度の現状-
外部人材が1名で教壇に立つ場合、特別免許状や
特別非常勤講師制度を活用する必要がある。

-社会の流れ-
働き方改革の文脈において、副業解禁、週休3日
やテレワークの導入などが加速。

マイナンバーに各個人の教育活動を紐付けることで、Aさんの
教育活動がログ化・蓄積し、信用データの構築が可能となる。

免許状を取得していない人材の信用データとなり、教育者とし

ての担保として活用されることで、「社会に開かれた教育課

程」実現を教育DXによって推進できる。

解決案
マイナンバーに蓄積される情報

・202X年に学校Aのキャリア教
育をX回実施
・202Y年に学校Bで研究活動の
メンターを半年間実施
・202V年に学校Cで化学の授業
の1単位を担当

Aさん

イメージ

理
想



個別最適な学びを創る教育体制の構築が可能

「教え」の専門家

現職教員が強みを
持つ能力

「学び」の専門家

現職教員が身につ
けていないことが
多い能力

専門性の共創による教育体制の構築

両方の専門家が共に学び
合い、高め合うコミュニ
ティを構築することで、

チームとしての学校
が強固となる

各教科等の指導に関する専門知識を備えた、いわば
「教え」の専門家としての側面だけではなく、教科
等を越えたカリキュラム・マネジメントのために必
要な力、主体的対話的で深い学びなどの視点から学
習・指導方法を改善していくために必要な力、学習
評価の改善に必要な力などを備えた、いわば「学
び」の専門家としての側面も必要と考えられる。し
かし、これらをバランスよく持ち合わせた超高度人
材は社会全体を見渡しても限られた人材である。

個々の強みを活かした人材配置も含め、「チームとしての学校」で
の教育体制の構築が必要である。また、学内の人材だけではなく、
大学・企業、NPO等との人材の流動をつくり、柔軟な教育体制の構
築が重要となる。
結果として個別最適な学びを生み出すことが可能なのではないか。



テーマ：探究学習における学校と企業・大学（研究機関等）の連携について
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産業構造審議会・教育イノベーション小委員会
学びの探究化・STEAM化 WG
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本日の概要

• 大学（研究機関等）が初等中等教育へ携わる意義

➢教育

➢研究

➢社会貢献

• インセンティブ・デザイン

➢UtokyoGSC

➢東大生研 次世代育成オフィスの試み
ー教員

ー学生

➢課題
ー研究・教育との両立

ー業績（評価）

ー経済的な支援

➢まとめ



STEAM教育のエコシステムの構築に向けて

●各教科や科目とのつながり ●社会とのつながり

深化

統合・横断

探究活動と各教科を循環するフレームワーク：
➢ 各教科の学習（横断・統合＋深化）
➢ 探究学習

各教科等
における学習

総合的な
探究の時間・
理数探究

カリキュラム・マネージメント
社会に開かれた教育課程

急速に変化する時代の中、科目を横断して知識を俯瞰し、
答えが一つではない課題を解決するために必要な力を養う

学びの探究化・STEAM化

外部連携の促進・円滑化
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大学（研究機関等）の取り巻く環境の社会変化

研究・教育が中心
学術性・学術的意義
の追求に重点化

従来の大学（研究機関）

出張授業などの教育アウトリーチ活動：
分かりやすく親しみやすい形で人々に科学技術を伝え、興味や関心を喚起

社会貢献
研究の情報発信

研究の社会的意義の説明責任

社会

STEAM教育や探求活動への参画
研究成果を取り入れた教育プログラムや教材を開発することにより、正規教
育課程に貢献しようとする活動へと変化

社会課題の解決 SDGｓ



5

社会的な意義

【大学の持つ特徴】
＊多様・多岐にわたる知のるつぼ
ｰ 自然科学、社会科学・・・

＊多様な人々が集まる場
ｰ 教員・学生・企業人・・・・

＊新しい試みができる場

【大学のもたらすメリット】
＊大学の持つ研究成果・研究リソースの教育への効果的な還元
＊教育を通した地域貢献
＊未来の人材育成としての共創の場の形成
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大学のインセンティブ：UTokyoGSC

ＳＴＥＡＭ型課題研究 ＳＴＥＡＭ型探究学習

全体の運営
・教員
・職員（URA)

・コーディネータ
・事務職員
・外部機関

東京大学グローバルサイエンスキャンパス | UTokyoGSC (u-tokyo.ac.jp)

https://gsc.iis.u-tokyo.ac.jp/
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UTokyoGSCから探究活動

ＳＴＥＡＭ型課題研究 ＳＴＥＡＭ型探究学習

・外部との連携
本物体験
活動の目的・意義の再認識
ディスカッション
共有の場形成

東京大学グローバルサイエンスキャンパス | UTokyoGSC (u-tokyo.ac.jp)

https://gsc.iis.u-tokyo.ac.jp/
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大学のインセンティブ：UTokyoGSC

【講義・WS・発表】
教員
・講師 デジタル教材化
学生
・TA 謝金

【研究室配属】
教員
・研究費
・TA謝金
学生
・TA 謝金
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大学のインセンティブ・デザイン

東京大学生産技術研究所 次世代育成オフィス（ONG)の取り組み

• 教員
– ワークショップを通した社会課題やニーズの掘り起こし

⇒ 研究へのフィードバック

– 出張授業や教材開発を通した研究者あるいは研究のPR

⇒ 教材化

⇒ マスメディア・HP・SNSを通した発信（広報室と連携）

ｰ 業績や評価につなげる試み

⇒ 東大生研は教員評価に社会貢献の項目あり

ｰ 科学技術コミュニケーション力の強化

⇒ 社会に対する研究の意義や役割の説明責任

⇒ 競争的資金や企業連携への獲得にプラス（発展途上：RMOと連携）

ｰ ONGのサポートによる教育貢献の障壁の緩和

⇒ 学校との橋渡し

⇒ TAや消耗品などのサポート（運営交付金、外部資金）
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大学のインセンティブ・デザイン

東京大学生産技術研究所 次世代育成オフィス（ONG)の取り組み

• 学生
ｰ TAとして参加

⇒ コミュニケーション能力の養成

⇒ 自分の研究室以外の研究を知る機会の提供 ⇒ 謝金

⇒ 謝金

⇒ 大学院生：他の研究室や研究科の学生との交流

⇒ 留学生：中高生とのふれあいを通した日本文化を知る機会の提供

ｰ 授業の一環として実施（単位認定）

Ex. 全学自由研究ゼミナール

科学技術インタプリター養成講座（副専攻として）
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課題

• 優れた研究成果をどのように探求活動に落とし込むのか
– 効果的な探求活動にするには？

– どこまでかかわるのか？

【課題】

• 研究・教育との両立

– 時間がない

⇒実践する際の事務手続やロジは誰がやるのか？

⇒サポート人材（ONGのURAの方）

– 業績に結びつきにくい

⇒研究と比較して教育は業績に結びつきにくい

⇒業績の多様な評価軸の必要性（教育と社会貢献）

• 経済的な支援
– 外部資金が得にくい

– 手続が煩雑（外部とのコンタクト・肖像権・知的財産、等々）
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外部資金
• 共同研究
民間企業等の研究者と本学の教員とが共通の課題について対等の立場で

行う研究。
• 受託研究
民間企業等からの委託を受けて本学の教員が業務として行う研究。研究で
得た成果は委託者に報告を行う。
• 寄付金
学術研究の経費、教育・研究その他の事業の奨励及び支援又は学生に給
付又は貸与する学資等として受け入れるもの。
• 学術指導（東大では2020年から開始）
共同研究や受託研究契約では困難であった、研究に該当しない技術指導・
コンサルティング等を学術指導として受け入れ可能。
• 東大基金（全学）
寄付

【課題】
研究者個人の研究費⇒競争的資金の教育還元を義務化（？）
しかし、スポット的であり、継続してコーディネータ・コンテンツ作成等の資
金としては困難。

新しいFundingの形を模索する必要あり。
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探究学習における外部機関連携の促進

・共創の場の形成：人とお金が循環するしくみ
⇒価値の見える化とアウトカムに対する意識の共有

教育界

大学

産業界

研究成果

製
品

施
設

学
習

方
法

リソースの相互提供

・新しい知を創出する
人材の育成

・新たなCSR・CSV活動
・参加社員の意識向上

・研究成果の教育への還元
・社会貢献
・研究者のPR（新聞報道，出張授業，

DVD，webコンテンツ

教育コンテンツの共創

・STEAM教育
・探求活動
・キャリア教育
・本物の体験に基づく
社会に根付いた知の修得プラットフォーム

＊教育へのFunding：大学への外部資金、高校生版科研費？
＊サポート人材・コンテンツ作成のための資金
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ご清聴ありがとうございました。

謝辞

資料を作成するにあたりまして、

以下の方々にご協力をいただきました。

生産技術研究所 次世代育成オフィス

https://ong.iis.u-tokyo.ac.jp/


